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第2章
地球環境、大気環境、水環境、
土壌環境、地盤環境の保全

（1）オゾン層の破壊

　CFC、HCFC、ハロン、臭化メチル等の物質により
オゾン層が破壊されており、その結果、地上に到達す
る有害な紫外線（UV-B）が増加し、皮膚ガンや白内
障等の健康被害の発生や、植物やプランクトンの生育
の阻害等を引き起こすことが懸念されています。これ
らのオゾン層破壊物質の多くは強力な温室効果ガスで
もあり、地球温暖化への影響も懸念されています。
　オゾン層破壊物質は 1989 年（平成元年）以降、オ
ゾン層を破壊する物質に関するモントリオール議定書
（以下「モントリオール議定書」という。）に基づき規
制が行われています。その結果、代表的なオゾン層破
壊物質である CFC-12 の大気（対流圏）中濃度は、北
半球中緯度において 1990 年代後半以降ほぼ横ばいに
なっており、成層圏におけるオゾン層破壊物質の総濃
度は減少傾向にあります。
　しかしながら、大気中のオゾンは、1980 年代から
1990 年代前半にかけて大きく減少した後、現在も減
少した状態が続いています。
　また、2008 年（平成 20 年）の南極域上空のオゾン
ホールは、この 10 年（1999 年以降）の平均を上回る
規模でした。（図 2-1-1）オゾンホールの規模は年々変
動が大きく、現時点ではオゾンホールに縮小の兆しが
あるとは判断できず、南極域のオゾン層は依然として
深刻な状況にあります。モントリオール議定書科学評
価パネルの 2006 年（平成 18 年）の報告によると、モ
ントリオール議定書を全世界が遵守することを前提と
すると、南極地域のオゾンが 1980 年（昭和 55 年）以
前の値に戻るのは今世紀中頃と予測されています。
　なお、国際的に CFC からの代替が進むHCFC 及び
オゾン層を破壊しないものの温室効果の高いガスであ
る HFCの大気中濃度は増加の傾向にあります。

（2）酸性雨・黄砂

ア　酸性雨

　酸性雨については、湖沼や河川の酸性化による魚類
等への影響、土壌の酸性化による森林への影響、建造
物や文化財への影響等が懸念されています。酸性雨は、
原因物質の発生源から数千 kmも離れた地域にも影響
を及ぼす性質があり、国境を越えた広域的な現象です。
日本では、昭和 58 年度から酸性雨のモニタリングや
その影響に関する調査研究を実施しており、平成 21
年に取りまとめられた最近 5 年間（平成 15 年度～平
成 19 年度）のモニタリング結果の概要は、次のとお
りです。
① 　依然として、全国的に酸性雨が観測されている（全
平均値 pH4.68）。

② 　日本海側や西日本では大陸に由来した大気汚染物
質の流入が示唆され、全国的にオゾンの越境汚染や
黄砂飛来の影響が示唆された。

③ 　生態系への影響については、酸性雨による衰退木
等の生態被害や湖沼の酸性化は確認されなかった。

④ 　周辺土壌等の酸性化が認められる岐阜県伊自良湖
（いじらこ）集水域では、過去に大気由来で土壌に
蓄積したと考えられる硫黄が渓流に流出するととも
に、現在も多量の窒素沈着により土壌や渓流の酸性

1　地球環境の現状

出典：気象庁ホームページ「オゾンホール最大面積」
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図2-1-1　南極上空のオゾンホールの面積の推移
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化が継続していると考えられた。ただし、現時点で、
直ちに人の健康及び生態系に何らかの影響を及ぼす
状況にはない。

　このように、日本における酸性雨による被害は現時
点では明らかになっていませんが、一般に酸性雨によ
る影響は長い期間を経て現れると考えられているため、
現在のような酸性雨が今後も降り続けば、将来、酸性
雨による影響が顕在化するおそれがあります。
　また、最近 3 か年度における降水中の pHの推移は
図 2-1-2 のとおりです。依然として、全国的に酸性雨
が観測されています。

イ　黄砂

　近年、中国、モンゴルからの黄砂の飛来が大規模化
しており、中国、韓国、日本等でその対策が共通の関
心事となっています。従来、黄砂は自然現象と考えら
れていましたが、近年の現象には、過放牧や耕地の拡
大等の人為的な要因も影響しているとの指摘もあり、
越境する環境問題としても注目が高まりつつありま
す。

（3）海洋環境

　日本周辺の海洋環境の経年的変化を捉え、総合的な
評価を行うため、水質、底質等の海洋環境モニタリン
グ調査を実施しています。平成 19 年度は、平成 16 年
度に調査を行った日本海西部海域の補完調査を実施し
た結果、堆積物中から有機スズや臭素系難燃剤（有機
スズ汚染源特定の指標物質）が一般の沖合海域の調査
結果と比較して高い濃度で検出されましたが、簡易リ
スク評価の結果、人の健康に影響を及ぼすおそれはな
いと判断しています。今後も引き続き定期的な監視を
行い、汚染の状況に大きな変化がないか把握していく
こととします。
　なお、海洋環境モニタリング調査結果のデータにつ
いては、（独）国立環境研究所が整備した「環境GIS」
で公表しています。（http://www-gis4.nies.go.jp/
kaiyo/）

　最近 5か年の日本周辺海域における海洋汚染（油、
廃棄物、赤潮等）の発生確認件数の推移は図 2-1-3 の
とおりです。平成 21 年は 514 件と 20 年に比べ 41 件

落石岬　4.86　4.79　4.89

18年度平均　19年度平均　20年度平均

全国平均　4.67　4.67　4.71

八幡平　　※　　4.81　4.77

箟岳　4.92　4.70　4.76

赤城　　※　　4.83　　※

筑波　4.89　4.71　4.85

東京　　－　　4.77　4.62

犬山　4.57　4.64　4.58

京都八幡　　※　　4.60　4.64

尼崎　4.57　4.63　4.64

潮岬　4.62　4.54　4.76
檮原　4.83　4.78　4.68

大分久住　4.74　4.79　4.69

辺戸岬　4.95　4.98　5.07
小笠原　　※　　4.99　5.06

倉橋島　4.64　4.55　4.54
屋久島　　※　　　※　　4.65

えびの　4.69　　※　　4.83

五島　4.62　4.64　4.67

対馬　　※　　　※　　4.49

筑後小郡　4.49　4.82　4.76

蟠竜湖　4.64　4.53　4.52

隠岐　4.69　4.69　4.63

越前岬　4.57　4.48　4.62

伊自良湖　4.46　4.54　4.48

八方尾根　4.96　4.78　4.88

佐渡関岬　4.65　4.51　　※

新潟巻　4.61　4.48　4.57

尾花沢　4.83　4.72　4.73

竜飛岬　4.60　4.58　4.67

札幌　4.54　4.57　4.62

利尻　4.66　4.59　4.94

－：未測定
※：年平均値を無効と判断したもの
注１：平均値は、降水量加重平均値である。
資料：環境省

図2-1-2　降水中のpH分布図
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減少しました。平成 21 年の海洋汚染のうち油による
汚染についてみると、船舶からのものが 242 件と約 7
割を占めており、そのほとんどが取扱不注意によるも
のでした。油以外の汚染についてみると、陸上からの
ものが 62 件と約 6 割を占めており、そのほとんどが
故意による廃棄物の排出でした。
　近年、外国由来のものを含む漂流・漂着ゴミによる、
海岸機能の低下や生態系を含めた環境・景観の悪化、
船舶の安全航行の確保や漁業への被害などの深刻化が
指摘されています。

（4）森林

　世界の森林は、陸地の約 30％を占め、面積は約 40
億 ha に及びますが、2000 年（平成 12 年）から 2005
年（平成 17 年）にかけて、年平均 1,290 万 ha の割合
で減少しました（増加分を差し引いて年 730 万 ha の
純減：日本の国土面積の約 5 分の 1）。特に、熱帯林
が分布するアフリカ地域、南アメリカ地域及びアジア
地域のうち東南アジアで森林の減少が続いています
（図 2-1-4）。このような森林減少・劣化は、地球温暖
化や生物多様性の損失に深刻な影響を与えています。
　森林減少の原因として、プランテーション開発等農

油 廃棄物 有害液体物質 赤潮 青潮 その他

注：その他とは、工場排水等である。
資料：海上保安庁
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図2-1-3　海洋汚染の発生確認件数の推移

※凡例の濃淡は樹木の被覆率0～100%を表します。
資料提供：国土地理院（地球地図樹木被覆率、国連食糧農業機関森林統計使用）

森林が0.5％以上減少した国

森林が0.5％以上増加した国

森林の増減が0.5％未満の国

図2-1-4　世界の森林面積の年当たりの変化率（2000～2005年）
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地への転用、非伝統的な焼畑農業の増加、燃料用木材
の過剰採取、森林火災等が挙げられます。また、違法
伐採など不適切な森林伐採が森林を劣化させ、森林減
少の原因を誘発していることも大きな問題となってい
ます。

（5）砂漠化

　砂漠化とは、国連の砂漠化対処条約において、「乾
燥地域における土地の劣化」と定義されています。乾
燥地域は地表面積の約 41％を占めており、その 10～
20％はすでに劣化（砂漠化）しているおり、乾燥地域
に住む 1～6％の人々（約 2千万～1 億 2 千万人超）が
砂漠化された地域に住んでいると推定されています。

砂漠化の原因として、干ばつ・乾燥化等の気候的要因
のほか、過放牧、過度の耕作、過度の薪炭材採取によ
る森林減少、不適切な灌漑による農地への塩分集積等
が挙げられます。その背景には、開発途上国における
人口増加、貧困、市場経済の進展等の社会的・経済的
要因が関係しています。

（6）南極地域の環境

　南極地域は、地球上で最も人類の活動による破壊や
汚染の影響を受けていない地域であり、地球環境研究
の場等としてかけがえのない価値を有しています。近
年は基地活動や観光利用の増加による環境影響の増大
も懸念されています。

（1）光化学オキシダント

ア　環境基準の達成状況

　平成 20 年度の光化学オキシダントの測定局数は、
1,178局（一般環境大気測定局（以下「一般局」という。）：
1,148 局、自動車排出ガス測定局（以下「自排局」と
いう。）：30 局）でした。
　環境基準（1時間値が 0.06ppm 以下であること）の
達成状況は、全測定局で 0.1％であり、依然として極
めて低い水準となっています（図 2-1-5）。一方、昼間
の濃度別の測定時間の割合でみると、1 時間値が
0.06ppm 以下の割合は全測定局で 92.0％でした（図
2-1-6）。

イ　光化学オキシダント注意報等の発令状況等

　平成 21 年の光化学オキシダント注意報の発令延日

数（都道府県を一つの単位として注意報等の発令日数
を集計したもの）は 123 日（28 都府県）で、平成 20
年の 144 日（25 都府県）と比べて減少しました（図
2-1-7）。近年は発令地域が広域化する傾向にあり、平
成 21 年は山形県と鹿児島県で観測史上初めて各 1 日

2　大気環境の現状

0.06ppm以下（環境基準達成）
0.06～0.12ppm未満
0.12ppm以上
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測
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552

1
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資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

図2-1-5　昼間の日最高1時間値の光化学オキシダント
濃度レベル毎の測定局数の推移（一般局と自
排局の合計）（平成16年度～20年度）
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0.1 0.1

80%

資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

図2-1-6　昼間の光化学オキシダント濃度レベル別測定
時間割合の推移（平成16年度～20年度）

資料：環境省「平成21年光化学大気汚染関係資料」　
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図2-1-7　 注意報等発令延べ日数、被害届出人数の推移
（平成12年～21年）
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の発令がありました。都道府県別に注意報の発令延日
数をみると、埼玉県が 14 日と最も多く、次いで大阪
府が 13 日、愛知県が 9日となっています（図 2-1-8）。
月別にみると、5月が最も多く 43 日、次いで 6月と 8
月で、それぞれ 30 日でした。また、光化学大気汚染
によると思われる被害届出人数（自覚症状による自主
的な届出による。）は 12 県で合計 910 人であり、平成
20 年（10 都県、400 人）と比べて増加しました。

ウ　非メタン炭化水素の測定結果

　平成 20 年度の非メタン炭化水素の測定局数は、一
般局が 318 局、自排局が 178 局でした。午前 6～9 時
の 3 時間平均値の年平均値は、一般局 0.18ppmC、自
排局 0.23ppmC で、近年では一般局、自排局とも改善
傾向がみられます（図 2-1-9）。

（2）窒素酸化物

　平成 20 年度の二酸化窒素に係る有効測定局（年間
測定時間が6,000時間以上の測定局をいう。以下同じ。）
数は、一般局が 1,366 局、自排局が 421 局でした。環
境基準達成率は、一般局 100％、自排局 95.5％であり、
一般局では近年ほとんどすべての測定局で環境基準を

資料：環境省「平成21年光化学大気汚染関係資料」
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※延べ日数
（　）内は都道府県数を示す。

図2-1-8　 平成21年の各都道府県の注意報等発令延べ
 日数
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資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

図2-1-9　非メタン炭化水素の午前6～ 9時における
年平均値の経年変化推移（昭和51年度～平
成20年度）
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資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」
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図2-1-11　二酸化窒素濃度の年平均値の推移（昭和
45年度～平成20年度）
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資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」
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図2-1-10　二酸化窒素の環境基準達成状況の推移（平成16年度～20年度）
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達成し、自排局では平成 19 年度と比較するとほぼ横
ばいであった（図 2-1-10）。
　また、年平均値は、一般局 0.013ppm、自排局
0.024ppm であり、一般局では、自排局ともに近年ゆ
るやかな改善傾向がみられます（図 2-1-11）。
　また、平成 20 年度に環境基準が達成されなかった
測定局の分布をみると、自排局は自動車から排出され
る窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量
の削減等に関する特別措置法（平成 4年法律第 70 号。
以下「自動車 NOx・PM法」という。）の対策地域の
うち埼玉県及び大阪府を除く都県（千葉県、東京都、
神奈川県、愛知県、三重県及び兵庫県）に、静岡県を
加えた 7都府県に分布しています（図 2-1-12）。
　自動車 NOx・PM法に基づく対策地域全体におけ
る環境基準達成局の割合は、平成 20 年度は 92.0％（自
排局）と平成 19 年度と比較して 1.4 ポイント改善し

ました（図 2-1-13）。また、年平均値は近年ほぼ横ば
いながら緩やかな改善傾向が見られます（図 2-1-14）。

（3）浮遊粒子状物質

　平成20年度の浮遊粒子状物質に係る有効測定局数は、
一般局が 1,422 局、自排局が 403 局でした。環境基準
達成率は、一般局 99.6％、自排局 99.3％であり、平成
19 年度と比べて一般局、自排局とも改善しており、
環境基準を達成していない測定局は全国7県であった。
（図 2-1-15、図 2-1-16）
　また、年平均値は、一般局 0.022mg／m3、自排局
0.026mg／m3 であり、一般局、自排局とも近年ゆるや
かな改善傾向がみられます。

（4）二酸化硫黄

　平成 20 年度の二酸化硫黄に係る有効測定局数は、
一般局が 1,171 局、自排局が 72 局でした。環境基準
達成率は、一般局 99.8％、自排局 100％であり、近年
ほとんどすべての測定局で環境基準を達成していま
す。
　年平均値は、一般局、自排局ともに 0.003ppm で、
近年は、一般局、自排局とも横ばい傾向にあります（図
2-1-17）。

すべての局で環境基準達成             （40）
自排局に環境基準非達成局あり         （7）

（　）内は都道府県数を示す。
和歌山県は自排局なし

資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

環境基準非達成局（一般局）
　なし
環境基準非達成局（自排局）
　千葉県、東京都、神奈川県、静岡県　
　愛知県、三重県、兵庫県

図2-1-12　 平成20年度二酸化窒素の環境基準達成
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図2-1-13　対策地域における二酸化窒素の環境基準達
成状況の推移（自排局）（平成11年度～
20年度）
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図2-1-14　対策地域における二酸化窒素濃度の年平均
値の推移（平成11年度～20年度）

資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」
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図2-1-15　浮遊粒子状物質濃度の年平均値の推移（昭
和49年度～平成20年度）
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（5）一酸化炭素

　平成 20 年度の一酸化炭素に係る有効測定局数は、
一般局が 73 局、自排局が 276 局でした。環境基準達
成率は、近年は一般局、自排局とも 100％であり、す
べての測定局において環境基準を達成しています。
　年平均値は一般局 0.3ppm、自排局 0.5ppm で、近
年は一般局でほぼ横ばいであり、自排局ではゆるやか
な改善傾向が見られます（図 2-1-18）。

（6）有害大気汚染物質

　平成 20 年度の有害大気汚染物質のモニタリング結
果によると、環境基準の設定されている物質に係る測
定結果は表 2-1-1 のとおりでした（ダイオキシン類に
係る測定結果については第 4章参照）。
　また、指針値（環境中の有害大気汚染物質による健
康リスクの低減を図るための指針となる数値）が設定
されている物質のうち、アクリロニトルは 1地点（370
地点中）、ニッケル化合物は 1 地点（302 地点中）、
1,2- ジクロロエタンは 1 地点（377 地点中）で指針値

を超過しており、塩化ビニルモノマー、水銀及びその
化合物、クロロホルム、1,3- ブタジエンは、すべての
地点で指針値を下回っていました。

（7）石綿

　石綿による大気汚染の現状を把握し、今後の対策の
検討に当たっての基礎資料とするとともに、国民に対
し情報提供していくため、建築物の解体工事等の作業
現場周辺等で、大気中の石綿濃度の測定を実施しまし
た（平成 20 年度の対象地点は全国 50 地域 149 地点）。
20 年度の調査結果ではいずれの地域分類においても
敷地境界及び一般環境においては特に高い濃度は見ら
れず、19 年度と同様に問題になるレベルではないと
思われます。

（8）騒音・振動

　騒音に係る環境基準は、地域の類型及び時間の区分
ごとに設定されており、類型指定は、平成 20 年度末
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資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

図2-1-16　浮遊粒子状物質の環境基準達成状況の推移（平成16年度～20年度）

資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」
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図2-1-17　二酸化硫黄濃度の年平均値の推移（昭和
45年度～平成20年度）

資料：環境省「平成20年度大気汚染状況報告書」

0.0

1.0

2.0

3.0

4.0

5.0

1920171513119753平成
元

626058565452504846昭和45 （年度）

濃
度
（
pp
m
）

一般局 自排局

図2-1-18　一酸化炭素濃度の年平均値の推移（昭和
45年度～平成20年度）
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現在、47 都道府県の 750 市、462 町、44 村、23 特別
区において行われています。また環境基準達成状況の
評価は、「個別の住居等が影響を受ける騒音レベルに
よることを基本」とされ、一般地域（地点）と道路に
面する地域（住居等）別に行うこととされています。
　また、航空機・鉄道の騒音・振動については、その
特性に応じて、別途環境基準又は指針が設定されてい
ます。航空機騒音・新幹線鉄道騒音に係る環境基準に
ついては、地域の類型ごとに設定されており、平成
20 年度末現在で、航空機騒音については 34 都道府県、
67 飛行場周辺において、新幹線鉄道騒音については
25 都府県において類型の指定が行われています。
　騒音苦情の件数は平成 18 年度以降減少しており、
平成 20 年度は 15,558 件でした（図 2-1-19）。発生源別

に見ると、工場・事業場に係る騒音苦情の割合が 33.1
％を占め、次いで建設作業騒音に係る苦情の割合が
29.5％を占めています。
　平成 20 年度には全国の地方公共団体で、人の耳に
は聞き取りにくい低周波の音がガラス窓や戸、障子等
を振動させる、気分のイライラ、頭痛、めまいを引き
起こすといった苦情が 236 件受け付けられました。
　また、振動の苦情件数は、平成 20 年度は 2,941 件
でした。発生源別に見ると、建設作業振動に対する苦
情件数が 60.3％を占め、次いで工場・事業場振動に係
るものが 22.7％を占めています。
　平成 20 年度の一般地域における騒音の環境基準の
達成状況は、全測定地点で 80.5％、地域の騒音状況を
代表する地点で 81.1％、騒音に係る問題を生じやすい

0％ 20％ 40％ 60％ 80％ 100％

全国
［4,632.4千戸］

うち、幹線交通を担う
道路に近接する空間
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基準値以下

昼のみ
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基準値以下

昼夜とも
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（89.8%）
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（4.9％）

1,603.9千戸
（82.8%）

153.8千戸
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19.4千戸（1.0%）
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図2-1-20　平成20年度　道路に面する地域における環境基準の達成状況
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図2-1-21　航空機騒音に係る環境基準の達成状況
（平成16年度～20年度）
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(注) １.年平均値は、月１回、年12回以上の測定値の平均値である。
 ２.[　]内は平成19年度実績である。　
出典：環境省『平成20年度 大気汚染状況について（有害大気汚染物質モニタリング調査結果）』

表2-1-1　有害大気汚染物質のうち環境基準の設定されている物質の調査結果（平成20年度）

0

5,000

10,000

15,000

20,000

25,000

（年度）

（件）
騒音 振動 悪臭

1916131074昭和49 52 55 58 61 平成元

資料：環境省『騒音規制法施行状況調査』、『振動規制法施行状況調
査』、『悪臭防止法施行状況調査』より作成

図2-1-19　騒音・振動・悪臭に係る苦情件数の推移
（昭和49年度～平成20年度）
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地点等で 76.0％となっています。
　平成 20 年度の道路に面する地域における騒音の環
境基準の達成状況は、自動車騒音常時監視の結果によ
ると、全国4,632千戸の住居等を対象に行った評価では、
昼間又は夜間で環境基準を超過したのは 475 千戸（10
％）でした（図 2-1-20）。このうち、幹線交通を担う
道路に近接する空間にある 1,937 千戸のうち昼間又は
夜間で環境基準を超過した住居等は 333 千戸（17％）
でした。この状況は、「環境 GIS 全国自動車交通騒音
マップ」として、インターネット上で一般に公開して
います（http://www-gis.nies.go.jp/noise/car/）。
　航空機騒音に係る環境基準の達成状況は、長期的に
改善の傾向にあり、平成 20 年度においては測定地点
の約 76％の地点で達成しました（図 2-1-21）。
　新幹線鉄道騒音については、東海道、山陽、東北及
び上越新幹線沿線において、主に住居地域を中心にお
おむね 75 デシベル以下が達成されていますが、一部
で達成していない地域が残されており、引き続き音源
対策を計画的に推進しました。また、新幹線鉄道振動
については、振動対策指針値はおおむね達成されてい
ます。

（9）悪臭

　悪臭苦情の件数は平成 15 年度以降は減少しており、

平成 20 年度の悪臭苦情件数は 16,245 件となり 5 年連
続で減少しました（図 2-1-19）。発生源別に見ると、
野外焼却に係る苦情が最も多く、全体の 25.4％を占め
ました。前年度と比較すると、野外焼却、サービス業・
その他に対する苦情が減少しています。

（10）その他の大気に係る生活環境の現状

ア　ヒートアイランド現象

　都市部の気温が郊外に比べて高くなるヒートアイラ
ンド現象が大都市を中心に生じており、夏季には、30
℃を超える時間数が増加しています（図2-1-22）。また、
冷房等による排熱が気温上昇を招き、さらなる冷房に
よる排熱が生ずるという悪循環の発生等さまざまな環
境影響を及ぼしています。

イ　光害（ひかりがい）

　不適切な夜間照明の使用から生じる光は、人間の諸
活動や動植物の生息・生育に悪影響を及ぼすことがあ
ります。また、過度の屋外照明はエネルギーの浪費で
あり、地球温暖化の原因にもなります。

アメダス
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図2-1-22　 関東地方における30℃を超えた延べ時間数の広がり（5年間の年間平均時間数）

（1）公共用水域の水質汚濁

ア　健康項目

　水質汚濁に係る環境基準のうち、人の健康の保護に

関する環境基準（健康項目）については、平成 20 年
度の公共用水域における環境基準達成率が 99.0％（19
年度 99.1％）と、前年度と同様、ほとんどの地点で環
境基準を満たしていました（表 2-1-2）。（環境基準の
設定状況等については第 4節 4 を参照。）

3　水環境の現状
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イ　生活環境項目

　生活環境の保全に関する環境基準（生活環境項目）
のうち、有機汚濁の代表的な水質指標である生物化学
的酸素要求量（BOD）又は化学的酸素要求量（COD）
の環境基準の達成率は、平成 20 年度は 87.4％（19 年
度 85.8％）となっています。水域別では、河川 92.3％
（同 90.0％）、湖沼 53.0％（同 50.3％）、海域 76.4％（同
78.7％）となり、河川では 2.3％上昇したものの、湖
沼では依然として達成率が低くなっています（図
2-1-23、表 2-1-3）。
　閉鎖性海域の海域別の CODの環境基準達成率は、
東京湾は 73.7％、伊勢湾は 56.3％、大阪湾は 66.7％、
大阪湾を除く瀬戸内海は 72.0％となっています（図
2-1-24）。
　一方、全窒素及び全燐の環境基準の達成率は、平成
20 年度は湖沼 50.0％（同 46.4％）、海域 84,9％（82.2％）
となり、湖沼では依然として低い水準で推移していま
す。閉鎖性海域の海域別の全窒素及び全燐の環境基準

達成率は、東京湾は 50.0％（6 水域中 3 水域）、伊勢
湾は 85.7％（7 水域中 6 水域）、大阪湾は 66.7％（3 水
域中 2 水域）、大阪湾を除く瀬戸内海は 96.5％（57 水
域中 55 水域）となっています（図 2-1-24）。

平成20年度 平成19年度

河川 湖沼 海域 全体 全体

a：超過
地点数

b：調査
地点数

a：超過
地点数

ｂ：調査
地点数

ａ：超過
地点数

ｂ：調査
地点数

a：超過
地点数

b：調査
地点数

a/b
（％）

a：超過
地点数

ｂ：調査
地点数

a/b
（％）

カドミウム 0 3,223 0 241 0 846 0 4,310 0 0 4,400 0 

全シアン 0 2,970 0 217 0 711 0 3,898 0 0 3,986 0 

鉛 4 3,380 1 241 0 868 5 4,489 0.11 5 4,562 0.11 

六価クロム 0 3,024 0 219 0 807 0 4,050 0 0 4,124 0 

砒素 22 3,348 2 243 0 857 24 4,448 0.54 27 4,519 0.60 

総水銀 0 3,104 0 225 0 853 0 4,182 0 0 4,254 0 

アルキル水銀 0 757 0 80 0 212 0 1,049 0 0 1,070 0 

PCB 0 1,852 0 132 0 456 0 2,440 0 0 2,513 0 

ジクロロメタン 2 2,809 0 185 0 592 2 3,586 0.06 1 3,633 0.03 

四塩化炭素 0 2,759 0 185 0 550 0 3,494 0 0 3,586 0 

1,2 －ジクロロエタン 1 2,789 0 185 0 590 1 3,564 0.03 0 3,629 0 

1,1 －ジクロロエチレン 0 2,776 0 185 0 583 0 3,544 0 0 3,638 0 

シス－1,2 －ジクロロエチレン 0 2,783 0 185 0 590 0 3,558 0 0 3,647 0 

1,1,1 －トリクロロエタン 0 2,798 0 193 0 582 0 3,573 0 0 3,700 0 

1,1,2 －トリクロロエタン 0 2,775 0 185 0 591 0 3,551 0 0 3,639 0 

トリクロロエチレン 0 2,873 0 199 0 595 0 3,667 0 0 3,744 0 

テトラクロロエチレン 1 2,875 0 199 0 595 1 3,669 0.03 0 3,744 0 

1,3 －ジクロロプロペン 0 2,808 0 193 0 538 0 3,539 0 0 3,652 0 

チウラム 0 2,745 0 197 0 542 0 3,484 0 0 3,520 0 

シマジン 0 2,742 0 197 0 534 0 3,473 0 0 3,549 0 

チオベンカルブ 0 2,733 0 197 0 534 0 3,464 0 0 3,570 0 

ベンゼン 0 2,715 0 186 0 586 0 3,487 0 0 3,596 0 

セレン 1 2,732 0 188 0 590 1 3,510 0.03 0 3,584 0 

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素 4 3,186 0 347 0 798 4 4,331 0.09 7 4,370 0.16 

ふっ素 12 
（13）

2,787 
（2,787）

0 
0 

214 
（214）

－ 
－ 

－ 
（33）

12 
（13）

3,001 
（2,999）

0.40 11 
（20）

2,995 
（3,012）

0.37 

ほう素 3 
（80）

2,677 
（2,723）

0 
（9）

204 
（210）

－ 
－ 

－ 
（30）

3 
（89）

2,881 
（2,931）

0.10 0 
（100）

2,826 
（2,938）

0 

合計（延べ地点数） 50 4,006 3 369 0 1,085 53 5,460 0.97 51 5,574 0.91 

注：1）硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素ならびにほう素は平成11年度から全国的に水質測定を開始。
　　2） ふっ素及びほう素の環境基準は、海域には適用されない。これら２項目に係る海域の測定地点数は、（　）内に参考までに記載したが、環境基準の評

価からは除外し、合計欄にも含まれない。また、河川及び湖沼においても、海水の影響により環境基準を超過した地点を除いた地点数を記載してい
るが、下段（　）内に、これらを含めた地点数を参考までに記載した。

　　3） 合計欄の超過地点数は、延べ地点数であり、同一地点において複数項目の環境基準を超えた場合には、それぞれの項目において、超過地点数を１と
して集計した。

表2-1-2　 健康項目の環境基準達成状況（平成20年度）

51昭和49 53 55 57 59 61 63 4 6 8 10 12 14 16 18 20平成
2

（年度）

20

0

40

60

80

100

達
成
率

（％）

注１：河川はBOD、湖沼及び海域はCODである。

　２：達成率（％）=（　　　　　　  　  ）×100
出典：環境省『平成20年度公共用水域水質測定結果』

達成水域数
類型指定水域数

全体
河川
湖沼
海域 河川

92.3%
全体
87.4%
海域
76.4%

湖沼 
53.0%

図2-1-23　環境基準達成率（BOD又はCOD）の
　推移
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第1節　地球環境、大気環境、水環境、土壌環境、地盤環境の現状

　また、19 年の赤潮の発生状況は、瀬戸内海 99 件、
有明海 41 件となっており、東京湾及び三河湾では青
潮の発生も見られました。湖沼についてもアオコや淡
水赤潮の発生が見られました。

（2）地下水質の汚濁

　平成 20 年度の地下水質の概況調査の結果では、調
査対象井戸（4,290 本）の 6.9％（295 本）において環
境基準を超過する項目が見られ、汚染井戸の監視等を
行う定期モニタリング調査の結果では、5,204 本の調
査井戸のうち 2,075 本において環境基準を超過してい
ました（図 2-1-25、図 2-1-26、図 2-1-27）。施肥、家畜
排せつ物、生活排水等が原因と見られる硝酸性窒素及
び亜硝酸性窒素の環境基準超過率が、4.4％と最も高
くなっており、これらに係る対策が緊急の課題となっ
ています。一方、汚染源が主に事業場であるトリクロ

ロエチレン等の揮発性有機化合物についても、依然と
して新たな汚染が発見されています。

注：1）河川はBOD、湖沼及び海域はCODである。
　　2） 平成20年度調査は、平成19年度までに類型指定がなされた水域のうち有効な測定結果が得られた水域について取りまとめたもの

である。

《河　　川》

類型
水域数 達成水域数 達成率（％）

平成20年度 19 20 19 20 19
AA 356 354 336 332 94.4 93.8
A 1,247 1,231 1,167 1,121 93.6 91.1
B 541 549 480 475 88.7 86.5
C 288 288 261 252 90.6 87.5
D 79 81 72 69 91.1 85.2
E 49 49 48 47 98.0 95.9
合計 2,560 2,552 2,364 2,296 92.3 90.0

《湖　　沼》

類型
水域数 達成水域数 達成率（％）

平成20年度 19 20 19 20 19
AA 33 33 8 6 24.2 18.2
A 131 131 85 82 64.9 62.6
B 17 17 3 3 17.6 17.6
C 0 0 0 0 0.0 0.0
合計 181 181 96 91 53.0 50.3

《海　　域》

類型
水域数 達成水域数 達成率（％）

平成20年度 19 20 19 20 19
A 260 261 153 166 58.8 63.6
B 211 211 179 180 84.8 85.3
C 119 119 119 119 100.0 100.0
合計 590 591 451 465 76.4 78.7

《全　　体》

水域数 達成水域数 達成率（％）
平成20年度 19 20 19 20 19

合計 3,331 3,324 2,911 2,852 87.4 85.8

表2-1-3　環境基準の達成状況（BOD又はCOD）

53 55 57 59 61 63 4 6 8 10 12 14 16 18 2051昭和49 平成
2

（年度）

（％）
100

80

60

40

20

0

達
成
率

注：伊勢湾は三河湾を含み、瀬戸内海は大阪湾を除く。
出典：環境省『平成20年度公共用水域水質測定結果』

海　域 瀬戸内海（大阪湾を除く）
東京湾 有明海
伊勢湾（三河湾を含む） 八代海
大阪湾

図2-1-24　三海域の環境基準達成率の推移（COD）

　農用地の土壌の汚染防止等に関する法律（昭和 45
年法律第 139 号）に定める特定有害物質による農用地
の土壌汚染の実態を把握するため、汚染のおそれのあ
る地域を対象に細密調査が実施されており、平成 19

年度は5地域45.48haにおいて調査が実施されました。
これまで基準値以上検出面積の累計は 134 地域
7,487ha となっています。
　市街地等の土壌汚染については、土壌汚染対策法（平

4　土壌環境の現状
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成 14 年法律第 53 号）に基づく調査や対策が進められ
ているとともに、工場跡地などの再開発・売却の際や
環境管理等の一環として自主的な汚染調査を行う事業
者の増加、地方公共団体における地下水の常時監視の
体制整備や土壌汚染対策に係る条例の整備等に伴い、
近年、土壌汚染事例の判明件数が増加しています。都
道府県や土壌汚染対策法の政令市が把握している調査
の結果では、平成 20 年度に土壌の汚染に係る環境基
準又は土壌汚染対策法の指定基準を超える汚染が判明
した事例は 697 件となっています（図 2-1-28）。事例
を有害物質の項目別でみると、鉛、ふっ素、砒素など
が多くみられます。

　地盤沈下は、工業用、水道用、農業用等のための地
下水の過剰な採取により地下水位が低下し、主として、

粘土層が収縮するために生じます。代表的な地域にお
ける地盤沈下の経年変化は、図 2-1-29 に示すとおりで

5　地盤環境の現状
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（本）
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注１：このグラフは環境基準超過本数が比較的多かった項目のみ対
象としている。

出典：環境省『平成20年度地下水質測定結果』

図2-1-27　地下水の水質汚濁に係る環境基準の超過本数
（定期モニタリング調査）の推移

硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素
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砒素
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注１：概況調査における測定井戸は、年ごとに異なる。
（同一の井戸で毎年測定を行っているわけではない。）

　２：地下水の水質汚濁に係る環境基準は、平成9年に設定された
ものであり、それ以前の基準は評価基準とされていた。また、
平成5年に、砒素の評価基準は「0.05mg/ℓ以下」から
「0.01mg/ℓ以下」に、鉛の評価基準は「0.1mg/ℓ以下」か
ら「0.01mg/ℓ以下」に改定された。

　３：硝酸性窒素及び亜硝酸性窒素、ふっ素、ほう素は、平成11
年に環境基準項目に追加された。

　４：このグラフは環境基準超過率が比較的高かった項目のみ対象
としている。

出典：環境省『平成20年度地下水質測定結果』

図2-1-26　地下水の水質汚濁に係る環境基準の超過率
（概況調査）の推移
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出典：環境省『平成20年度地下水質測定結果』

（0）

 図2-1-25　平成２０年度地下水質測定結果



185

第
2
章　

地
球
環
境
、
大
気
環
境
、
水
環
境
、
土
壌
環
境
、
地
盤
環
境
の
保
全

第2節　地球環境の保全のための施策

あり、平成 20 年度までに、地盤沈下が認められてい
る主な地域は 38 都道府県 63 地域となっています。
　平成 20 年度において年間 4cm 以上沈下した地域は
2地域でした。年間2cm以上沈下した地域は3地域で、
沈下した面積（沈下面積が 1km2 以上の地域の面積の

合計）は 1km2 でした（図 2-1-30）。
　かつて著しい地盤沈下を示した東京都区部、大阪市、
名古屋市などでは、地下水採取規制等の対策の結果、
地盤沈下の進行は鈍化あるいはほとんど停止していま
す。しかし、天然ガスかん水採取地など、一部地域で
は依然として地盤沈下が認められています。
　長年継続した地盤沈下により、多くの地域で建造物、
治水施設、港湾施設、農地及び農業用施設等に被害が
生じており、海抜ゼロメートル地域などでは洪水、高
潮、津波などによる甚大な災害の危険性のある地域も
少なくありません。
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図2-1-29　代表的地域の地盤沈下の経年変化
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図2-1-30　全国の地盤沈下地域の面積（年度別推移）

（1）国際的な枠組みの下での取組

　オゾン層の保護のためのウィーン条約及びモントリ

オール議定書を的確かつ円滑に実施するため、日本で
は、特定物質の規制等によるオゾン層の保護に関する
法律（昭和 63 年法律第 53 号。以下「オゾン層保護法」

第2節　地球環境の保全のための施策

1　オゾン層保護対策

出典：環境省『平成20年度　土壌対策法の施行状況及び土壌汚染状況調査・対策事例等に関する調査結果』
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という。）を制定・運用しています。また、同議定書
締約国会合における決定に基づき、「国家ハロンマネ
ジメント戦略」等を策定し、これに基づく取組を行っ
ています。
　さらに、開発途上国によるモントリオール議定書の
円滑な実施を支援するため、議定書に基づく多数国間
基金を利用した二国間協力事業、開発途上国のオゾン
層保護対策に関する研修・専門家の派遣等を実施しま
した。
　また、国際会議等において、ノンフロン技術やオゾ
ン層破壊物質の破壊に関する日本の技術、フロン回
収・破壊に係る日本の制度・取組、土壌用臭化メチル
全廃に向けた日本の取組や技術開発の進捗状況を紹介
しました。

（2）オゾン層破壊物質の排出の抑制

　日本では、オゾン層保護法等に基づき、モントリオ
ール議定書に定められた規制対象物質の製造規制等の
実施により、同議定書の規制スケジュール（図 2-2-1）
に基づき生産量及び消費量（＝生産量＋輸入量－輸出
量）の段階的削減を行っています。臭化メチルについ
ては、「臭化メチルの不可欠用途を全廃するための国
家管理戦略」を改正し、適切な代替手段がないために

現在も使用している用途のさらなる削減を図っていま
す。HCFCについては 2020 年（平成 32 年）をもっ
て生産・消費が全廃されることとなっています。
　オゾン層保護法では、特定物質を使用する事業者に
対し、特定物質の排出の抑制及び使用の合理化に努力
することを求めており、特定物質の排出抑制・使用合
理化指針において具体的措置を示しています。ハロン
については、国家ハロンマネジメント戦略に基づき、
ハロンの回収・再利用、不要・余剰となったハロンの
破壊処理などの適正な管理を進めています。

（3）フロン類の回収・破壊の促進

　主要なオゾン層破壊物質の生産は、日本ではすでに
全廃されていますが、過去に生産され、冷蔵庫、カー
エアコン等の機器の中に充てんされた CFC、HCFC
が相当量残されており、オゾン層保護を推進するため
には、こうした CFC 等の回収・破壊を促進すること
が大きな課題となっています。また、CFC 等は強力
な温室効果ガスであり、その代替物質である HFCは
京都議定書の削減対象物質となっていることから、
HFC を含めたフロン類の排出抑制対策は、地球温暖
化対策の観点からも重要です。
　このため、家庭用の電気冷蔵庫・冷凍庫、電気洗濯

注１：各物質のグループごとに、生産量及び消費量（＝生産量＋輸入量－輸出量）の削減が義務づけられている。基準量はモントリオール議定書
に基づく。

　２：HCFCの生産量についても、消費量とほぼ同様の規制スケジュールが設けられている（先進国において、2004年から規制が開始され、
2009年まで基準量比100％とされている点のみ異なっている）。また、先進国においては、2020年以降は既設の冷凍空調機器の整備
用のみ基準量比0.5％の生産・消費が、途上国においては、2030年以降は既設の冷凍空調器の整備用のみ2040年までの平均で基準量
比2.5％の生産・消費が認められている。

　３：この他、「その他のCFC」、四塩化炭素、1,1,1－トリクロロエタン、HBFC、ブロモクロロメタンについても規制スケジュールが定められ
ている。

　４：生産等が全廃になった物質であっても、開発途上国の基礎的な需要を満たすための生産及び試験研究・分析などの必要不可欠な用途につい
ての生産等は規則対象外となっている。

資料：環境省
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図2-2-1　 モントリオール議定書に基づく規制スケジュール
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第2節　地球環境の保全のための施策

機及びルームエアコンについては家電リサイクル法に、
業務用冷凍空調機器についてはフロン回収・破壊法に、
カーエアコンについては自動車リサイクル法に基づき、
これらの機器の廃棄時に機器中に冷媒等として残存し
ているフロン類（CFC、HCFC、HFC）の回収が義務
付けられています。回収されたフロン類は、再利用さ
れる分を除き、破壊されることとなっています。平成
20 年度の各機器からのフロン類の回収量は表 2-2-1、
図 2-2-2 のとおりです。
　平成 19 年 10 月に施行された改正フロン回収・破壊
法には、機器の廃棄時にフロン類の回収行程を書面に
より管理する制度、都道府県知事に対する廃棄者等へ
の指導等の権限の付与、機器整備時の回収義務等が新
たに規定され、これらに基づき、関係省庁・関係業界
団体による周知、都道府県の法施行強化等、フロン類

回収の一層の徹底を図っています。

エアコン 冷蔵庫・冷凍庫
冷媒 冷媒 断熱材

回収した台数（千台） 1,968 2,733
回収した量（トン） 1,167 299 557※
破壊した量（トン） 1,170 301 554※

※断熱材に含まれるフロン類を液化回収した回収重量、破壊重量
資料：環境省、経済産業省

表2-2-1　家電リサイクル法対象製品からのフロン類
の回収量・破壊量（平成20年度）

（1）酸性雨

　東アジア地域においては、近年の経済成長等に伴い
酸性雨原因物質の排出量が増加しており、近い将来、
酸性雨による影響の深刻化が懸念されています。
　このため、東アジア地域において、酸性雨の現状や
その影響を解明するとともに、酸性雨問題に関する地
域の協力体制を確立することを目的として、日本のイ
ニシアティブにより、平成 13 年から東アジア酸性雨
モニタリングネットワーク（EANET）が本格稼働し
ており、現在、東アジア地域の 13ヶ国が参加してい
ます。（図 2-2-3）2000～2004 年における降雨の pHの
年平均値は、4.2～6.1（一般に 5.6 以下を酸性雨と呼ん
でいる。）の範囲に分布しており、中国南西部で強い
酸性雨が報告されています。
　EANET では、平成 17 年に開催された EANET 第
7 回政府間会合の合意に基づき、参加国が EANETへ
拠出金を提供する基盤を明確にする文書について議論
が行われてきましたが、現在、文書の採択と署名に向
けた調整が行われているところです。また、平成 18
年の第 8 回政府間会合では、2006～2010 年に EANET
が進めるべき越境大気汚染に関する調査研究等に係る
「EANET 発展戦略」が採択されました。わが国は、
EANETの活動を技術面・資金面から支援しており、

こうした活動を積極的に推進しています。
　また、国内では、越境大気汚染及び酸性雨による影
響の早期把握、大気汚染原因物質の長距離輸送や長期
トレンドの把握、将来影響の予測を目的として、「越
境大気汚染・酸性雨長期モニタリング計画」に基づき、
国内の湿性・乾性沈着モニタリング、湖沼等を対象と
した陸水モニタリング、土壌・植生モニタリングを行
っています。平成 21 年 3 月には、平成 15 年度～19
年度のモニタリング結果、及び周辺土壌等の酸性化が
認められた伊自良湖集水域での重点調査結果を取りま
とめた報告書を公表したほか、大気汚染物質の長距離
輸送の監視や生態系への影響監視の強化の観点からモ
ニタリング計画の見直しを行っており、継続的なモニ
タリングを実施しています。

（2）黄砂

　日中韓三カ国黄砂局長会合等において、北東アジア
地域における黄砂対策の地域協力について検討が行わ
れており、平成 19 年 12 月に開催された第 9回日中韓
三カ国環境大臣会合における合意を受けて、平成 20
年から黄砂共同研究を開始しました。
　また、国内では、黄砂の物理的性質（黄砂の粒径）
や化学的性質（黄砂の成分）を解明するため、平成

2　酸性雨・黄砂に係る対策

 

 

単位：トン
（）は回収した台数

業務用冷凍
空調機器

カーエアコン

290（104千台）

132

2,814（686千台）

2,439

697

1,346

3
7
6

CFC うち再利用等された量HCFC HFC

669（447千台）

合計：3,773（1,237千台）

合計：4,161

合計：828（2,717千台）

90

6

511

11

再利用合計：736

再利用合計：17

135 

回収した量

破壊した量

※小数点未満を四捨五入のため、数値の和は必ずしも合計に一致し
ない。 
※カーエアコンの回収台数は、CFC、HFC別に集計されていない。
※HCFCはカーエアコンの冷媒として用いられていない。
※破壊した量は、業務用冷凍空調機器及びカーエアコンから回収さ
れたフロン類の合計の破壊量である。

（出典）経済産業省、環境省 

図2-2-2　業務用冷凍空調機器・カーエアコンからの
フロン類の回収・破壊量等（平成20年度）
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No data ＜4.5 4.5－4.8 4.8－5.1 5.1－5.4 5.4－5.7 5.7－6.0 6.0＜

ジャカルタ
セルポン
バンドン

バンコク
パツンタニ
サマットプラカン

チェンマイ
ビエンチャン

タナラタ

コトタバン

辺戸岬

カングア
イムシル

チェジュ

テレルジ

ウランバートル

モンディ
イルクーツク
ノストビアンカ

安西
　シズハン
　ヴィシェイヤン
　ジヴォン

重慶
　グアンインチャオ
　ジュンユンシャン

廈門
　ホンウン
　シャナピン

珠海
　シャンズ
　ジュシアンドン

プノンペン

ペタリンジャヤ

メトロマニラ
ロスバノス

ハノイ
ホアビン

レンバーダナン

小笠原梼原

プリモルスカヤ

隠岐

伊自良湖

八方尾根
佐渡関岬

蟠竜湖

竜飛岬

落石岬

利尻

ヴァチラロンコンダム

１．EANET参加13か国における5年間（2000～2004年）のモニタリング活動の成果を取りまとめたもの。
２．pH値は、 4.2～6.1の範囲にあり、欧州や北米と同程度。
３．北アジア地域ではpHが6を超えるデータもあり、黄砂による中和作用が示唆。
注：測定方法については、EANETにおいて実技マニュアルとして定められている方法による。（なお、精度保証／精度管理（QA/QC）
を実施している。）

出典：EANET「東アジア地域の酸性雨の状況に係る第1次評価報告書（2007年）」

図2-2-3　 EANET地域の降水中pH（2000-2004年の平均値）

3　海洋環境の保全

14 年度より黄砂実態解明調査を実施しており、平成
20 年 6 月に 14 年度～19 年度の調査結果を取りまとめ
た報告書を公表しました。また、わが国への黄砂の飛
来状況を把握するとともに、国際的なモニタリングネ
ットワークの構築にも資するものとして、（独）国立
環境研究所と協力して、高度な黄砂観測装置（ライダ

ー装置）によるモニタリングネットワークを整備して
います。さらに、平成 19 年度より、国内外のライダ
ー装置によるモニタリングネットワークの観測データ
をリアルタイムで提供する環境省黄砂飛来情報ページ
を環境省のホームページ上で春季に運用しています。
（http://soramame.taiki.go.jp/dss/kosa/）

（1）海洋汚染の防止等

　ロンドン条約 1996 年議定書の締結に向けた平成 16
年の海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律（昭
和45年法律第136号。以下「海洋汚染防止法」という。）
の改正による海洋投入処分の許可制度等の導入を受け、

海洋投入処分を行うことができる廃棄物を規定してい
る廃棄物の処理及び清掃に関する法律施行令を平成
18 年 10 月に改正、平成 19 年 4 月から施行し、許可
制度の適切な運用を図っています。
　また、廃棄物の海底下廃棄を原則禁止し、二酸化炭
素の海底下廃棄に係る許可制度を創設するため、海洋
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第2節　地球環境の保全のための施策

汚染防止法の改正等を行い、平成 19 年 11 月から施行
されており、平成 20 年 4 月から二酸化炭素の海底下
への貯留に係る許可制度の適切な運用を図ることを目
的に、海洋に関する環境影響評価やモニタリング等の
海洋環境の保全上適正な管理手法の高度化に関する開
発を行っています。
　なお、平成 21 年 10 月に、IMO（国際海事機関）に
おいて、CCSを目的とする二酸化炭素の越境移動に
関するロンドン条約 1996 年議定書改正案が採択され、
議定書が改正されました。
　船舶のバラスト水中に混入する水性生物の越境移動
を防止するため、平成 16 年 2 月に IMOにおいて採択
されたバラスト水管理条約について、早期の発効に向
けた取組を進めています。
　中国、韓国、ロシアとわが国の 4か国による日本海
及び黄海の環境保全のための北西太平洋地域海行動計
画（NOWPAP）に基づき、対象海域の状況を把握す
るために人工衛星を利用したリモートセンシング技術
による海洋環境モニタリング手法の開発等を進めてい
ます。また、ウェブページからの解析データ提供を目
的とした環日本海海洋環境ウォッチシステムを構築し、
水温、植物プランクトン濃度等の観測データを取りま
とめました。このデータの活用のための教材の開発や
解析トレーニング研修を実施しており、赤潮や青潮な
ど海洋環境に影響を与える現象の原因究明に係る研究
に利用されました。
　さらに、NOWPAP 富栄養化状況評価手順書を作成
し、各国が本手順書に基づいて各海域における富栄養
化状況の診断を始める体制を整えました。
　未査定液体物質の査定については、船舶によって輸
送される有害液体物質等に関し、MARPOL 条約附属
書 II が改正され、平成 19 年 1 月 1 日から汚染分類が
変更となりました。新基準に基づき、環境大臣が海洋
環境保全の見地から有害性の確認がなされていない液
体物質（未査定液体物質）の査定を行っています。

（2）排出油等防除体制の整備

　1990 年の油による汚染に係る準備、対応及び協力
に関する国際条約（以下「OPRC 条約」という。）及
び 2000 年の危険物質及び有害物質による汚染事件に
係る準備、対応及び協力に関する議定書（以下
「OPRC-HNS 議定書」という。）に基づき、「油等汚染
事件への準備及び対応のための国家的な緊急時計画」
を策定し、環境保全の観点から油等汚染事件に的確に
対応するため、脆弱沿岸海域図の公表、関係地方公共
団体等に対する傷病鳥獣の救護及び事件発生時対応の
あり方に対する研修・訓練を実施しました。

（3）海洋環境保全のための監視・調査

　日本周辺海域の海洋環境の現状を把握するとともに、

国連海洋法条約の趣旨を踏まえ、領海・排他的経済水
域における生態系の保全を含めた海洋環境の状況の評
価・監視のため、水質、底質、水生生物を総合的・系
統的に把握するための海洋環境モニタリングを行いま
した。
　また、東京湾・伊勢湾・大阪湾における海域環境の
観測システムを強化するため、各湾でモニタリングポ
スト（自動連続観測装置）を設置しました。

（4）監視取締りの現状

　海上環境事犯の一掃を図るため、沿岸調査や情報収
集の強化、巡視船艇・航空機の効果的な運用等により、
日本周辺海域及び沿岸の監視取締りを行っています。
また、潜在化している廃棄物・廃船の不法投棄事犯や
船舶からの油不法排出事犯に重点をおき、悪質な海上
環境事犯の徹底的な取締りを実施しました。最近 5か
年の海上環境関係法令違反件数は図 2-2-4 のとおりで、
平成 21 年は 739 件を送致しています。

（5）漂流・漂着ゴミ対策

　漂流・漂着ゴミの被害が著しいモデル地域を対象に
詳細な調査を実施し、漂流・漂着ゴミの実態を把握す
るとともに、地域の実情に応じた効率的かつ効果的な
回収・処理方法や今後の対策のあり方の検討を行いま
した。
　また、漂着ゴミのモニタリング実施に当たっての課
題等を整理し、地域の関係者との連携による漂着ゴミ
の状況把握手法について検討整理しました。
さらに、災害はもとより災害に起因しない漂着ごみを
市町村が処理した場合に「災害等廃棄物処理事業費補
助金」により支援を行うとともに、広範囲にわたり堆
積した海岸漂着ゴミや流木等を処理するため、「災害
関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」による支援
も行っています。
　また、平成 21 年 7 月には、美しく豊かな自然を保
護するための海岸における良好な景観及び環境の保全
に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（平
成 21 年法律第 82 号）が成立しました。そして、都道
府県が設置する地域グリーンニューディール基金への
補助により、都道府県又は市町村が海岸管理者等とし
て実施する海岸漂着物等の回収・処理に関する事業や、
都道府県や市町村による海岸漂着物等の発生抑制対策
に関する事業等に対する支援を行っています。
　漂流ゴミについては、船舶航行の安全を確保し、海
域環境の保全を図るため、東京湾、伊勢湾、瀬戸内海
及び有明・八代海の閉鎖性海域において、海面に漂流
する流木等のゴミの回収や船舶等から流出した油の防
除等を行いました。
　国際的な対応としては、長崎県平戸市において、
NOWPAP の枠組みの下で、各国間の情報交換や、一
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般市民への普及啓発を目的としたクリーンアップキャ
ンペーン・ワークショップを実施し、海洋ゴミの回収・
収集が行われるとともに、関係者による情報交換が行
われました。医療系廃棄物や廃ポリタンク等の大量漂

着については、二国間又は多国間の会議において、関
係各国に対し原因究明や適正な廃棄物管理の申し入れ
を行いました。
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図2-2-4　海上環境関係法令違反送致件数の推移

　世界の森林減少は、地球温暖化の進展及び生物多様
性の損失に深刻な影響を与えています。この森林減少
を抑制するためには、持続可能な森林経営を実現する
必要があります。
　平成 4年の地球サミットにおいて、森林原則声明及
びアジェンダ 21が採択され、以降、世界の森林の持
続可能な経営に関する国際的な議論が行われています。
わが国は、これらの議論に参画・貢献するとともに、
関係各国、各国際機関等と連携を図るなどして国際的
な取組を推進しています。
　わが国は、持続可能な森林経営の進ちょく状況を客
観的に把握・分析・評価するための「基準・指標」を
作成・適用する取組として、欧州以外の温帯林等を対
象とした「モントリオール・プロセス」に参加してお
り、平成 19 年 1 月より事務局を務めるなど、積極的
に取り組んでいます。
　平成 21 年 4 月から 5 月にかけてニューヨークで開
催された国連森林フォーラム（UNFF）第8回会合では、
気候変動、森林減少・劣化、砂漠化、生物多様性の損
失等の課題に対処する上での持続可能な森林経営の実
施強化や、森林に関連した国際機関・条約における関
連戦略への持続可能な森林経営の統合等の決議が採択

されました。
　平成 21 年 11 月に横浜で開催された第 45 回国際熱
帯木材機関（ITTO）理事会では、熱帯木材貿易の発
展や持続可能な熱帯林経営を促進するための事業・活
動が承認されました。また、18年1月に採択された「2006
年の国際熱帯木材協定」の未締結国に対して早期の締
結を呼びかけ、同協定の早期発効を求める決議等が採
択されました。
　また、特に持続可能な森林経営の阻害要因の一つと
して問題視されている違法伐採については、平成 10
年のバーミンガム・サミット以降、国際的な議論が行
われていますが、わが国では、平成 18 年 4 月から、
この対策として、国等による環境物品等の調達の推進
等に関する法律（平成 12 年法律第 100 号。以下「グ
リーン購入法」という。）により、合法性、持続可能
性が証明された木材・木材製品を政府調達の対象とす
る措置を実施しています。
　さらに、IPCC第 4 次評価報告書では、森林減少及
び土地利用の変化に伴う人為的な温室効果ガス排出量
が全体の 17％を占めるとされており、地球温暖化対
策の観点からも森林減少を防止することが極めて重要
であるとの認識から、平成 19 年 12 月にバリで開催さ

4　森林保全と持続可能な森林経営の推進
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第3節　大気環境の保全対策

れた気候変動枠組み条約第 13 回締約国会議において、
世界銀行による「森林炭素パートナーシップファシリ
ティ（FCPF）」が設立されましたが、わが国からも 1
千万ドルの資金拠出を行っており、この活動を支援し
ています。
　上記の取組のほか、ITTO、国連食糧農業機関（FAO）

等の国際機関への拠出、（独）国際協力機構（JICA）
等を通じた協力、（独）環境再生保全機構の地球環境
基金等を通じた民間団体の植林活動等への支援、熱帯
林における生態系管理に関する研究等を行いました。

　平成 8 年に砂漠化対処条約（UNCCD）が発効し、
加盟している開発途上国は砂漠化対処のための行動計
画を作成し、先進国がその支援を行うことで砂漠化対
策に取り組んでいます。わが国も平成 10 年に条約を
受諾し、締約国会合に参画・貢献すると共に関係各国、
各国際機関等と連携を図りつつ国際的な取組を推進し
ています。また、米国に次ぐ規模の拠出国としてその
活動を支援しています。
　平成 21 年 9 月から 10 月にかけてブエノスアイレス
（アルゼンチン）で開催された UNCCD 第 9 回締約国
会合では、UNCCD 第 8 回締約国会合（平成 19 年、

マドリッド（スペイン））で採択された「条約実施推
進のための十年戦略計画枠組」の戦略目標・実施目標
の進ちょくを評価するために締約国等が提出すること
になっている報告書の新たな様式・指標の仮採択など
が行われました。
　このほか、JICA 等を通じ、農業農村開発、森林保全・
造成、水資源保全等のプロジェクト等を実施しました。
また、砂漠化防止と生態系サービスの回復に関する研
究を行いました。さらに、（独）環境再生保全機構の
地球環境基金等を通じた民間団体の砂漠化対処活動へ
の支援を行いました。

5　砂漠化への対処

　「環境保護に関する南極条約議定書」を適切に実施
するため制定された南極地域の環境の保護に関する法
律（平成 9 年法律第 61 号）に基づき、南極地域にお
ける観測、観光、冒険旅行、取材等に対する確認制度
等を運用するとともに、ホームページ等を通じて南極

地域の環境保護に関する普及啓発、指導等を行いまし
た。
　また、議定書第 14 条に基づき、南極地域にある各
国基地対し査察を実施し、議定書の遵守状況の確認を
行いました。

6　南極地域の環境の保護

第3節　大気環境の保全対策

（1）環境基準設定の背景

　わが国では、大気中に浮遊する粒子状物質のうち、
人の健康に影響を及ぼす粒径 10 μｍ以下のものを浮
遊粒子状物質（SPM）と定義し、昭和 48 年、SPMに
ついて環境基準を定めました。今日にいたるまで、そ
の削減に係る各種対策が進められ、近年では幹線道路
沿いも含めた全国の測定地点のうちおよそ 9割におい
て、その環境基準が達成されています。
　一方、近年において、SPMの中でも特に粒径の小
さいもの（粒径 2.5 μｍ以下の微小粒子状物質、いわ
ゆる PM2.5）が一定の健康影響を及ぼしていることを
示す科学的知見が蓄積されており、国外では、PM2.5
について、独立の項目として環境目標値を設定する動

きがあります。
　このような状況を踏まえ、平成 20 年 12 月 9 日に中
央環境審議会に「微小粒子状物質に係る環境基準の設
定について」諮問を行い、国内外の科学的知見や大気
環境濃度の情報等を踏まえた専門的な審議を経て、平
成 21 年 9 月 3 日に答申がなされました。この答申を
踏まえ、9 月 9 日、PM2.5 に係る環境基準を告示しま
した。

（2）環境基準設定に伴う課題

　上記の答申においては、① PM2.5 による大気汚染の
状況を的確に把握するため、監視体制の整備を促進す
ること、②引き続き粒子状物質全体の削減対策を進め

1　微小粒子状物質（PM2.5）に係る環境基準の設定
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（1）光化学オキシダント緊急時対策

　都道府県では、大気汚染防止法（昭和 43 年法律第
97 号。以下「大防法」という。）に基づく大気の汚染
状況の常時監視において、光化学オキシダントの濃度
が高くなり、被害が生ずるおそれがある場合に、光化
学オキシダント注意報等を発令しています。その際に
は、ばい煙排出者に対する大気汚染物質排出量の削減
及び自動車使用者に対する自動車の走行の自主的制限
を要請するほか、住民に対する広報活動と保健対策を
実施しています。
　加えて、環境省では光化学オキシダントによる被害
を未然防止するため、「大気汚染物質広域監視システ
ム（愛称：そらまめ君）」により、都道府県等が測定
している光化学オキシダント注意報等発令情報をリア
ルタイムで収集し、これらのデータを地図情報などと
して、インターネット等で一般に公開しています
（http://soramame.taiki.go.jp/）。

（2）揮発性有機化合物排出抑制対策

　揮発性有機化合物は光化学オキシダントの主な原因
物質の一つであり、その排出削減により、光化学オキ
シダントによる大気汚染の改善が期待できます。

　揮発性有機化合物の排出抑制対策については、平成
22 年度までに全国の揮発性有機化合物総排出量を平
成 12 年度に比べて 3割程度削減させることを目標に、
大防法に基づく排出規制や事業者の自主的な取組を適
切に組み合わせて実施しています。
　また、発生源対策に加え、オキシダント濃度の上昇
要因等を明らかにする検討会の中間報告（平成 19 年
12 月）において、今後の課題として示されたオキシ
ダントに関する調査研究やモニタリングも引き続き実
施しています。

（3）国際的な取組

　東アジア地域においては、近年の経済成長等に伴い
光化学オキシダント原因物質の排出量が増加しており、
わが国の大気環境への影響が懸念されています。この
ため、平成 19 年 12 月に開催された「第 9回日中韓三
カ国環境大臣会合」において、わが国からの提案によ
り光化学オキシダントに係る科学的な研究について協
力することが合意されました。これを受け、20年より、
光化学オキシダントに関する科学的知見の共有や今後
の研究協力の検討を行うため、研究者及び政策担当者
等を対象とした「日中韓光化学オキシダント科学研究
ワークショップ」を開催しています。

2　光化学オキシダント対策

3　大都市圏等への負荷の集積による問題への対策

るとともに、排出インベントリの作成、大気中の挙動
や二次生成機構の解明等、科学的知見を集積し、より
効果的な対策について検討すること、また、③日本国

内における PM2.5の健康影響に関するさらなる知見の
充実を図っていくこと、等が次なる課題として示され
ています。

（1）固定発生源対策

　大防法に基づき、窒素酸化物、硫黄酸化物、ばいじ
ん等のばい煙を発生する施設について排出基準による
規制等を行っています。加えて、施設単位の排出基準
では良好な大気環境の確保が困難な地域において、窒
素酸化物、硫黄酸化物の総量規制を実施しています。
また、窒素酸化物対策として、大防法対象外の群小発
生源からの排出抑制のため、優良品推奨水準として「低
NOX 型小規模燃焼機器の推奨ガイドライン」及び「環
境省低NOX ラベル・環境省低NOX マーク」を作成し、
小規模燃焼機器の普及を図っています。

（2）移動発生源対策

ア　自動車排出ガス対策

　（ア）自動車単体対策と燃料対策
　自動車の排出ガス及び燃料については、大防法に基
づき逐次規制を強化してきています。（図 2-3-1、図
2-3-2、図 2-3-3）
　中央環境審議会では、「今後の自動車排出ガス低減
対策のあり方について」が継続的に審議されており、
平成 20 年 1 月 29 日になされた第九次答申（以下、（ア）
において「第九次答申」という。）を受け、ディーゼ
ル特殊自動車から排出される窒素酸化物（NOx）及
び粒子状物質（PM）について、平成 23 年 10 月から
順次規制の強化を行うため、関係法令の整備を行いま
した。
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第3節　大気環境の保全対策

　一方、トラック・バスを中心としたディーゼル車等
の排出ガス規制の強化（09 年規制（いわゆるポスト
新長期規制））については、平成 21 年 10 月からディ
ーゼル車から排出されるNOx及びPMを大幅に削減し、
基本的にガソリン車と同レベルの排出ガス規制となり、
ガソリン車については、PMの排出が懸念される一部
車種に対し、ディーゼル車と同じレベルの PM規制
が開始されました。（表 2-3-1）。
　現在、平成 17 年 4 月 8 日の第八次答申において指
摘されている、ディーゼル重量車の窒素酸化物（NOx）
排出量を 09 年規制の約 3 分の 1 とする挑戦目標の検
討を引き続き行っています。
　公道を走行しない特殊自動車に対する排出ガス規制
を行う特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律
（平成17年法律第51号。以下「オフロード法」という。）
に基づき、平成 18 年 10 月から原動機の燃料の種類と
出力帯ごとに順次使用規制を開始する等排出ガス対策
に取り組んでいます。また、第九次答申に基づき、特
定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律施行規則
等の一部を平成 22 年 3 月に改正しました。
　（イ）　大都市地域における自動車排出ガス対策

　自動車交通量が多く交通渋滞が著しい大都市地域を
中心とした、厳しい大気汚染状況に対応するため、関
係機関が連携して総合的な取組を行っています。なか
でも自動車 NOx・PM法（図 2-3-4）により関係 8 都
府県が平成 15 年度に策定した「総量削減計画」に基
づき、自動車からの NOx 及び PMの排出量の削減に
向けた施策を計画的に進めています。
　また、平成 14 年 10 月から開始された、同法による
車種規制の円滑な施行を図るため、担保要件の緩和を
含む政府系金融機関による低利融資等の普及支援策を

昭和49年の値を100とする。
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平成6年の値を100とする。

注：平成16年まで重量車の区分は車両総重量2.5t超

図2-3-2　 ディーゼル重量車（車両総重量3.5t超）
 規制強化の推移
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資料：環境省

図2-3-3　 軽油中の硫黄分規制強化の推移
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注：等価慣性重量とは排出ガス試験時の車両重量のこと。
資料：環境省

図2-3-1　 ガソリン・LPG乗用車規制強化の推移
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【中環審諮問】
　今後の自動車排出ガス低減対策のあり方について

【中環審第三次答申】
○ディーゼル自動車の全車種について二段階で規制を強化
　（1）新短期目標（平成14、15、16年規制）
　　　　　……NOxで25～30％、PMで28～35％低減
　（2）新長期目標（平成19年頃を目途）
【中環審第四次答申】
○ディーゼル自動車の新長期目標の早期達成（平成17年頃
を目途）

○軽油の低硫黄化（500ppm→50ppm）を平成16年末ま
でに実施

○特殊自動車規制の早期達成（平成15年）
【中環審第五次答申】
○ガソリン自動車の新長期目標値（平成17年、19年（軽貨
物車）規制）の設定

　　　　　……乗用車でNOx、HC約50％低減
○ガソリンの低硫黄化（100ppm→50ppm）を答申
○ディーゼル自動車の新長期目標値（平成17年規制）の設定
　　　　　……重量車でNOx約40％、PM約85％低減
○試験モードの変更（重量車2005年、乗用車等2008～
2011年）

【中環審第二次答申】
○ガソリン自動車の全車種について二段階で規制を強化
　（1）新短期目標（平成12、13、14年規制）
 （乗用車12年規制＝ポスト53規制）
　（2）新長期目標（平成17年頃を目途）
○ディーゼル特殊自動車（建設機械、産業機械、農業機械）
の排出ガス規制を平成16年までに導入

【中環審中間答申】
○ガソリントラック及びバスについて平成10年から規制を
強化

○二輪車の規制導入（平成10、11年）

【中環審第六次答申】
○二輪車の規制強化（平成18年、19年）
○ディーゼル特殊自動車の規制強化（平成18年～20年規制）
○ガソリン特殊自動車の排出ガス規制を平成19年までに導入

【中環審第八次答申】
○ディーゼル自動車の09年目標値（平成21年）
○ディーゼル重量車の「挑戦目標値」提示
○ガソリン自動車（リーンバーン直噴車）のPM規制導入（平
成21年）

【中環審第九次答申】
○ディーゼル特殊自動車の規制強化（平成23年～27年）
○オパシメータの導入等

【中環審第七次答申】
○新長期規制以降のディーゼル自動車の排出ガス規制強化を
検討
○燃料品質にかかわる強制規格項目の充実
○軽油の低硫黄化（50ppm→10ppm）を平成19年までに
実施

※ 中環審：中央環境審議会、NOx：窒素酸化物、PM：粒子状物質

表2-3-1　中央環境審議会での審議状況
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講じています。
　平成 19 年 5 月には、同年 2 月の中央環境審議会意
見具申「今後の自動車排出ガス総合対策のあり方につ
いて」を踏まえ、局地汚染対策及び流入車対策を柱と
する自動車 NOx・PM法の一部を改正する法律案が
成立し、平成 20 年 1 月から施行されています。

イ　低公害車の普及促進

　平成 13 年に策定された「低公害車開発普及アクシ
ョンプラン」に基づき、実用段階にある低公害車の普
及を目指すこととしています。21 年 3 月末現在、全
国の低公害車（軽自動車等を除く。）の普及台数は約
1,821 万台、燃料電池自動車の普及台数は 53 台です。
　低公害車の普及を促す施策として、自動車税のグリ
ーン化、自動車重量税・自動車取得税について時限的
に免除・軽減する措置等の税制上の特例措置を講じま
した。また、地方公共団体や民間事業者等による低公
害車導入に対し、各種補助を行いました。
　また、低公害車普及のためのインフラ整備について
は、国による設置費用の一部補助と燃料等供給設備に
係る固定資産税の軽減措置を実施しました。

ウ　交通流対策

　（ア）　交通流の分散・円滑化施策
　道路交通情報通信システム（VICS）の情報提供エ
リアのさらなる拡大を図るとともに、スマートウェイ
の一環としてスポット通信サービス（DSRCサービス）
の展開を開始し、道路交通情報の内容・精度の改善・
充実に努めたほか、信号機の高度化、公共車両優先シ
ステム（PTPS）の整備、総合的な駐車対策等により、
環境改善を図りました。また、環境ロードプライシン
グ施策を試行し、住宅地域の沿道環境の改善を図りま
した。
　（イ）　交通量の抑制・低減施策
　交通にかかわる多様な主体で構成される協議会によ
る都市・地域総合交通戦略の策定及びそれに基づく公
共交通機関の利用促進等への取組を支援しました。ま
た、交通需要マネジメント施策の推進により、地域に
おける自動車交通需要の調整を図りました。

エ　航空機・建設機械の排出ガス対策

　航空機からの排出ガスについては、国際民間航空機
関（ICAO）の排出基準を踏まえ、航空法（昭和 27 年
法律第 231 号）により、炭化水素、一酸化炭素、窒素
酸化物等について規制されています。
　建設機械のうち公道を走行しない特殊自動車につい
ては、オフロード法に基づき平成 18 年 10 月より順次
使用規制を開始するとともに、「建設業に係る特定特
殊自動車排出ガスの排出の抑制を図るための指針」に
基づき NOx、PM等大気汚染物質の排出抑制に取り
組んでいます（ア参照）。
　一方、オフロード法の対象外機種（発動発電機や小
型の建設機械等）についても、オフロード法と同等の
排出ガス基準値に基づき策定した「排出ガス対策型建
設機械の普及促進に関する規程」等により、排出ガス
対策型建設機械の使用を推進しました。また、これら
建設機械の取得時の融資制度を設置しました。

オ　普及啓発施策等

　環境月間の 6月に低公害車の普及啓発を目的とした
「エコカーワールド（低公害車フェア）」を実施しまし
た。さらに、12 月は二酸化窒素や浮遊粒子状物質の
濃度が特に高くなることから、同月を「大気汚染防止
月間」に指定し、マイカーの使用抑制等や適切な自動
車の使用等を呼び掛けました。また、エコドライブ普
及連絡会において設定した 11 月の「エコドライブ推
進月間」を中心に、各都道府県警察の運転免許試験場、
自動車教習所、高速道路のサービスエリア等において、
「エコドライブ 10 のすすめ」のリーフレット約 150 万
部の配布を行い、その普及啓発を図りました。

窒素酸化物及び粒子状物質による
大気汚染が著しい都市部での大気環境の改善

自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質による
大気汚染の防止に係る関係者の義務

総量削減のための枠組みの設定

窒素酸化物対策地域、粒子状物質対策地域の指定
自動車交通が集中し、既存の対策では大気環境基準の達成が困難な地域

窒素酸化物総量削減基本方針、粒子状物質総量削減基本方針
国が策定する対策地域で実施すべき施策の大枠

窒素酸化物総量削減計画、粒子状物質総量削減計画
都道府県知事が策定する対策地域で実施すべき施策に関する計画

総量削減のための具体的対策の実施

窒素酸化物排出基準、粒子状物質排出基準の適用（車種規制）
対策地域内に使用の本拠を有し、NOｘ、PMの排出基準に適合しない
自動車は、使用できなくなる

局地汚染対策
（1）大気汚染が対策地域内のほかの地区に比較して特に著しく、対策
　　の計画的な実施が必要な地区を重点対策地区として指定
（2）重点対策地区を指定した場合、重点対策計画を策定
（3）建物設置者排出抑制対策
 建物を新設する際の環境配慮事項の届出等

事業者排出抑制対策
（1）対策地域内の事業者
 自動車使用管理計画書の提出及び取組状況の報告
（2）流入車を使用する事業者
 ・自動車使用管理計画書の提出及び取組状況の報告
 ・対策地域内での車種規制適合車の使用や荷主の取組に係る努
　　　力義務

図2-3-4　 自動車NOx・PM法の概要
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第3節　大気環境の保全対策

（1）有害大気汚染物質対策

　大防法に基づき、地方公共団体との連携の下に有害
大気汚染物質による大気の汚染の状況を把握するため
の調査を行いました。また、有害大気汚染物質の人の
健康に及ぼす影響に関する科学的知見の充実のため、
有害性情報等の収集を実施しました。

（2）石綿対策

　大防法では、吹付け石綿や石綿を含有する断熱材、
保温材及び耐火被覆材を使用するすべての建築物その
他の工作物の解体等作業について作業基準等を定め、
石綿の大気環境への飛散防止対策に取り組んでいま
す。

4　多様な有害物質による健康影響の防止

（1）騒音・振動対策

ア　工場・事業場及び建設作業による騒音・振動
対策

　騒音規制法（昭和 43 年法律第 98 号）及び振動規制
法（昭和 51 年法律第 64 号）では、騒音・振動を防止
することにより生活環境を保全すべき地域（指定地域）
内における法で定める工場・事業場（特定工場等）及
び建設作業（特定建設作業）の騒音・振動を規制して
います。指定地域内の特定工場等の総数は、平成 20
年度末現在で騒音規制法、振動規制法それぞれ
213,261 件、125,989 件で、20 年度には、苦情に基づく
行政指導がそれぞれ 989 件、176 件でした。また、騒
音規制法に基づく改善勧告が 4件行われ、改善命令は
行われませんでした。20 年度に行われた特定建設作
業に係る実施の届出件数はそれぞれ 67,464 件、32,744
件で、20 年度には、苦情に基づく行政指導がそれぞ
れ 1,439 件、548 件行われました。建設作業の騒音・
振動については、適切な規制のあり方を検討するため、
建設作業場から発生する騒音・振動について実態調査
を行いました。また、公共事業を中心に騒音・振動対
策を施した低騒音型・低振動型建設機械の使用、適切
な予測手法を確立する調査、検討を推進する等、建設
作業の低騒音・低振動化に取り組みました。

イ　自動車交通騒音・振動対策

　自動車交通騒音・振動問題を抜本的に解決するため、
「今後の自動車騒音対策の取組方針」を平成 21 年 6 月
30 日に各都道府県知事及び政令指定都市市長宛に通
知するとともに、自動車単体の構造の改善による騒音
の低減等の発生源対策、道路構造対策、交通流対策、
沿道環境対策等の諸施策を総合的に推進しました（表
2-3-2）。
　自動車単体から発生する騒音を減らすため加速走行
騒音、定常走行騒音、近接排気騒音の 3種類について

規制を実施しています。また、道路交通法（昭和 35
年法律第 105 号）等に基づく消音器不備、空ぶかし運
転、不正改造車両の取締りを強化する等、暴走族によ
る爆音暴走の防止対策に取り組んでいます。
　しかし、幹線道路の沿道地域を中心に環境基準の達
成率は依然として低く、一層の騒音低減が必要である
ことから、平成 20 年 12 月 18 日に中央環境審議会か
ら中間答申「今後の自動車単体騒音低減対策のあり方
について」がなされたところであり、本答申に基づき、
マフラーの事前認証制度が導入されるとともに、騒音
規制手法の抜本的な見直しについて検討するため、自
動車の走行実態及び騒音の実態、タイヤ単体から発生
する騒音の実態調査を開始しました。
　自動車騒音が環境省令で定める限度を超えているこ
とにより道路の周辺の生活環境が著しく損なわれると
認められる場合に、市町村長が都道府県公安委員会に
対して道路交通法（昭和 35 年法律第 105 号）の規定
による措置を要請することができる要請限度制度に基
づき、自動車騒音について、平成 20 年度に地方公共
団体が苦情を受け測定を実施した 73 地点のうち、要
請限度値を超過したのは 7地点であり、同様に、道路
交通振動については、測定を実施した 82 地点のうち、
要請限度値を超過した地点はありませんでした。また、
自動車騒音に関して、20 年度に市町村長から都道府
県公安委員会に対しての要請は行われず、道路管理者
に対して意見陳述を行った件数は 1件でした。なお、
道路交通振動に関しては、都道府県公安委員会又は道
路管理者に対しての要請は行われませんでした。（表
2-3-3）。

ウ　航空機騒音対策

　「航空機騒音に係る環境基準について」（昭和 48 年
12 月環境庁告示第 154 号）の一部改正が平成 19 年 12
月 17 日付けで告示され、近年の騒音測定機器の技術
的進歩及び国際的動向に即して新たな評価指標が採用
され、平成 25 年 4 月 1 日に施行されることになりま
した。

5　地域の生活環境に係る問題への対策
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　耐空証明（旧騒音基準適合証明）制度による騒音基
準に適合しない航空機の運航を禁止するとともに、緊
急時等を除き、成田国際空港では夜間の航空機の発着
を禁止し、大阪国際空港等では発着数の制限を行って
います。
　発生源対策を実施してもなお航空機騒音の影響が及
ぶ地域については、公共用飛行場周辺における航空機
騒音による障害の防止等に関する法律（昭和 42 年法
律第 110 号）等に基づき空港周辺対策を行いました。
同法に基づく対策を実施する特定飛行場は、東京国際、

対策の分類 個別対策 概要及び実績等

発生源対策 自動車騒音単体対策

交通流対策 交通規制等

バイパス等の整備
物流拠点の整備等

低騒音舗装の設置

遮音壁の設置

環境施設帯の設置

沿道対策 沿道地区計画の策定

資料：警察庁、国土交通省、環境省

道路構造
対策

障害防止
対策

推進体制の
整備

住宅防音工事の助
成の実施

道路交通公害対策
推進のための体制
づくり

自動車構造の改善により自動車単体から発生する騒音の大きさそのものを減らす。
・加速走行騒音規制の強化／昭和46年規制と比較して車種により6～11デシベル（音のエネルギー
に換算して75～92％）の低減（昭和51年～62年）

・近接排気騒音規制の導入／車種により段階的に導入（昭和61年～平成元年）
・平成4年11月及び7年2月の審議会答申において示された許容限度について、平成13年までに規
制を強化

　　加速走行騒音－車種により1～3デシベル（同21～50％）の低減
　　定常走行騒音－車種により1.0～6.1デシベル（同21～75％）の低減
　　近接排気騒音－車種により3～11デシベル（同50～92％）の低減
信号機の高度化等を行うとともに、効果的な交通規制、交通指導取締りを実施すること等により、道路
交通騒音の低減を図る。
・大型貨物車等の通行禁止
　環状7号線以内及び環状8号線の一部（土曜日22時から日曜日7時）
・大型貨物車等の中央寄り車線規制
　環状7号線の一部区間（終日）、国道43号の一部区間（22時から6時）
・信号機の高度化
　111,428基（平成20年度末現在における集中制御、感応制御、系統制御の合計）
・最高速度規制
　国道43号の一部区間（40km/h）、国道23号の一部区間（40km/h）
環状道路、バイパス等の整備により、大型車の都市内通過の抑制及び交通流の分散を図る。

物流施設等の適正配置による大型車の都市内通過の抑制及び共同輸配送等の物流の合理化により交通量
の抑制を図る。
・流通業務団地の整備状況／札幌1、花巻1、郡山2、宇都宮1、東京5、新潟1、富山1、名古屋1、
岐阜1、大阪2、神戸3、米子1、岡山1、広島2、福岡1、鳥栖1、熊本1、鹿児島1（平成21年度末）

　（数字は都市計画決定されている流通業務団地計画地区数）
・一般トラックターミナルの整備状況／3,815バース（平成14年度末）
・共同輸配送の推進（平成14年度実績）／福岡市天神地区・熊本市街地区・さいたま新都心地区
空げきの多い舗装を敷設し、道路交通騒音の低減を図る。
・環境改善効果／平均的に約3デシベル
遮音効果が高い。
沿道との流出入が制限される自動車専用道路等において有効な対策。
・環境改善効果／約10デシベル（平面構造で高さ3mの遮音壁の背面、地上1.2mの高さでの効果（計
算値））

道路交通騒音により生ずる障害の防止と適正かつ合理的な土地利用の推進を図るため都市計画に沿道地
区計画を定め、幹線道路の沿道にふさわしい市街地整備を図る。
・幹線道路の沿道の整備に関する法律（沿道法　昭和51年法律第34号）
　　沿道整備道路指定要件／夜間騒音65デシベル超（LAeq）又は昼間騒音70デシベル超（LAeq）
　　　　　　　　　　　　　日交通量10,000台超他
　　沿道整備道路指定状況／11路線132.9kmが都道府県知事により指定されている。
　　　　　　　　　　　　　国道4号、国道23号、国道43号、国道254号、環状7、8号線等
　　沿道地区計画策定状況／47地区102.0kmで沿道地区計画が策定されている。
　　　　　　　　　　　　　（実績は、平成20年3月末現在）
道路交通騒音の著しい地区において、緊急措置としての住宅等の防音工事助成により障害の軽減を図る。
また、各種支援措置を行う。
・道路管理者による住宅防音工事助成
・高速自動車国道等の周辺の住宅防音工事助成
・市町村の土地買入れに対する国の無利子貸付
・道路管理者による緩衝建築物の一部費用負担

道路交通騒音問題の解決のために、関係機関との密接な連携を図る。
・環境省／関係省庁との連携を密にした道路公害対策の推進
・地方公共団体／国の地方部局（一部）、地方公共団体の環境部局、道路部局、都市部局、都道府県警
察等を構成員とする協議会等による対策の推進（全都道府県が設置）

沿道と車道の間に10又は20mの緩衝空間を確保し道路交通騒音の低減を図る。
・「道路環境保全のための道路用地の取得及び管理に関する基準」（昭和49年建設省都市局長・道路局
長通達）環境改善効果（幅員10m程度）／5～10デシベル

表2-3-2　道路交通騒音対策の状況

年度
区分

平成
15年度 16年度 17年度 18年度 19年度 20年度

要請の件数 1 0 0 0 0 0

意見の件数 23 3 8 5 0 1

資料：環境省「騒音規制法施行状況調査」より作成

表2-3-3　「騒音規制法」に基づく自動車騒音に係る要請
及び意見陳述の状況（平成15年度～20年度）
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第3節　大気環境の保全対策

大阪国際、福岡等 14 空港であり、これらの空港周辺
において、学校、病院、住宅等の防音工事及び共同利
用施設整備の助成、移転補償、緩衝緑地帯の整備、テ
レビ受信料の助成等を行いました（表 2-3-4）。また、
大阪国際空港及び福岡空港については、周辺地域が市
街化されているため、同法により計画的周辺整備が必
要である周辺整備空港に指定されており、国及び関係
地方公共団体の共同出資で設立された（独）空港周辺
整備機構が関係府県知事の策定した空港周辺整備計画
に基づき、上記施策に加えて、再開発整備事業等を実
施しました。
　自衛隊等の使用する飛行場等に係る周辺対策として
は、防衛施設周辺の生活環境の整備等に関する法律（昭
和 49 年法律第 101 号）等に基づき、学校、病院、住
宅等の防音工事の助成、移転補償、緑地帯等の整備、
テレビ受信料の助成等の各種施策を行っています（表
2-3-5）。

エ　鉄道騒音・振動対策

　東海道、山陽、東北及び上越新幹線については、環
境基準達成のために、鉄道事業者が各種の騒音・振動
対策を実施した結果、第 1 次から第 3 次までの 75 デ
シベル対策に係るすべての対策区間において 75 デシ
ベル以下となっていることが確認されています。しか
し、これまでの対策区間以外の区間において、75 デ
シベルを超える地域が残されていることから、ポスト
75 デシベル対策として、引き続き住宅の立地状況、
鉄道事業者の取組状況等を勘案しつつ、音源対策が計
画的に推進されるよう関係機関に要請しました。

オ　近隣騒音対策（良好な音環境の保全）

　近年、営業騒音、拡声機騒音、生活騒音等のいわゆ
る近隣騒音は、騒音に係る苦情全体の約 20％を占め
ています。近隣騒音対策は、各人のマナーやモラルに
期待するところが大きいことから、「近隣騒音防止ポ
スターデザイン」を一般公募して普及啓発活動を行い

ました。また、各地方公共団体においても取組が進め
られており、平成 20 年度末現在、深夜営業騒音は
142、拡声機騒音は 147 の都道府県、指定都市、中核市、
特例市及び特別区で条例により規制されています。

カ　低周波音対策

　低周波音問題への対応に資するため、特に苦情のあ
る風力発電施設の一部について、騒音及び低周波音の
状況把握のための実態調査を行いました。また、地方
公共団体職員を対象として、低周波音問題に対応する
ための知識・技術の習得を目的とした低周波音測定評
価方法講習を行いました。

（2）悪臭対策

ア　悪臭防止法による措置

　悪臭対策については、悪臭防止法（昭和 46 年法律
第 91 号）に基づき、工場・事業場から排出される悪
臭原因物の規制等を実施しています。同法では、都道
府県知事等が規制地域の指定及び規制基準の設定を行
うこととしており、平成 20 年度末現在、全国の 72.0
％に当たる 1,296 市区町村（725 市、493 町、55 村、
23特別区）で規制地域が指定されています。20年度は、
同法に基づく改善勧告は 5件、改善命令は 0件でした。
これらの措置のほか、規制地域内の悪臭発生事業場に
対して 1,764 件の行政指導が行われました。
　同法は、複合臭問題等への対策強化を目的として、
人間の嗅覚に基づいた臭気指数規制を導入しており、
平成21年度も、地方公共団体職員を対象とした講習会、
嗅覚測定技術の研修等、地方公共団体における臭気指
数規制の一層の導入促進に向けた取組を行いました。
また、臭気指数等の測定を行う臭気測定業務従事者に
ついての国家資格を認定する臭気判定士試験を実施し

（国費予算額、単位：億円）

事項 区分 19年度 20年度 21年度

騒音防止事業
　（学校・病院等の防音）
　（住宅防音）
　（防音関連維持費）
民生安定助成事業
　（学習等供用施設等の防音助成）
　（放送受信障害）
　（空調機器稼働費）
移転措置事業
緑地整備事業

117.0
347.0
17.7

11.0
27.0
0.1
86.5
11.3

135.3
344.6
17.6

13.8
27.5
0.1
83.1
11.3

136.5
359.3
16.1

15.3
27.2
0.1
81.4
11.5

計 617.7 633.2 647.4

注１：表中の数値には、航空機騒音対策以外の騒音対策分も含む。
　２：百万円単位を四捨五入してあるので、合計とは端数において

一致しない場合がある。
資料：防衛省

表2-3-5　防衛施設周辺騒音対策関係事業一覧表（平
成19年度～21年度）

（国費予算額、単位：百万円）

区　分 19年度 20年度 21年度

教育施設等防音工事 428 359 415

住宅防音工事 2,869 1,923 1,775

移転補償等 5,759 4,504 5,672

緩衝緑地帯整備 2,315 2,582 379

空港周辺整備機構
（補助金、交付金） 124 94 205

周辺環境基盤施設 307 140 50

テレビ受信障害対策等 377 394 375

計 12,179 9,996 8,871

表2-3-4　空港周辺対策事業一覧表（平成19年度～
21年度）
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ました。

イ　簡易嗅覚測定法の開発

　規制対象となる工場・事業場からの悪臭苦情に対し、
地方公共団体による測定は十分に実施されていない現
状にあります。そのため、現場で簡便に測定できる新
たな簡易嗅覚測定法の開発に取り組みました。

ウ　良好なかおり環境の保全・創出

　まちづくりに「かおり」の要素を取り込むことで、
良好なかおり環境を創出しようとする地域の取組を支
援することを目指し、「かおりの樹木・草花」を用い
た「みどり香るまちづくり」企画コンテストを実施し
ました。

（3）ヒートアイランド対策

　ヒートアイランド対策大綱に基づき、①人工排熱の
低減、②地表面被覆の改善、③都市形態の改善、④ラ
イフスタイルの改善の 4つを柱とするヒートアイラン
ド対策の推進を図りました。
　関連する調査研究として、ヒートアイランド現象の
実態や環境への影響に関する調査・観測や、熱中症の
予防情報の提供を継続的に実施しました。また、

WBGT（暑さ指数：湿球黒球温度）のモニタリング
を強化しました。さらに、大気との接触水面の拡大や
地下水・地中熱の利用等環境技術を活用したヒートア
イランド対策の検証、未利用水の活用によるクールシ
ティ実現に向けての調査・検討を実施しました。この
ほか、ヒートアイランド現象の顕著な街区において、
CO2 削減効果を兼ね備えた施設緑化や保水性建材、高
反射性塗料、地中熱ヒートポンプ等複数のヒートアイ
ランド対策技術を組み合わせて一体的に実施する事業
に対して補助を行いました。これにより、都市部にク
ールスポットを創出し、ヒートアイランド現象の緩和
等が図られます。

（4）光害（ひかりがい）対策等

　光害については、光害対策ガイドライン（平成 18
年度改訂）、地域照明環境計画策定マニュアル及び光
害防止制度に係るガイドブック等を活用して、地方公
共団体における良好な照明環境の実現を図る取組を支
援しました。
　また、肉眼や双眼鏡・カメラを使用して星空観察を
行う全国星空継続観察（スターウォッチング・ネット
ワーク）事業（http://www.env.go.jp/kids/star.html）
や、良好な大気環境・光環境の保全等を目的とした「星
空の街・あおぞらの街」全国協議会が開催する全国大
会（静岡県静岡市）を支援しました。

（1）国設大気測定網

　大気汚染の状況を全国的な視野で把握するとともに、
大気保全施策の推進等に必要な基礎資料を得るため、
国設大気環境測定所（9 か所）及び国設自動車交通環
境測定所（10 か所）を設置し、測定を行っています。
これらの測定所は、地方公共団体が設置する大気環境
常時監視測定局の基準局、大気環境の常時監視に係る
試験局、国として測定すべき物質等（有害大気汚染物
質）の測定局、大気汚染物質のバックグラウンド測定
局としての機能を有しています。
　加えて、国内における酸性雨や越境汚染の長期的な
影響を把握することを目的として、「越境大気汚染・
酸性雨長期モニタリング計画（平成 21 年 3 月改訂）」
に基づくモニタリングを離島など遠隔地域を中心に全
国 27 か所で実施しています。
　また、環境放射線等モニタリング調査として、離島
等（全国 10 か所）の人による影響の少ない地域にお
いて大気中の放射線等のモニタリングを実施しており、
その調査結果を、ホームページ「環境放射線等モニタ
リングデータ公開システム（http://housyasen.taiki.
go.jp/）」で情報提供しています。

（2）地方公共団体の大気汚染監視体制

　都道府県等では、一般局及び自排局において、大防
法に基づく大気の汚染状況を常時監視しています。
　また、都道府県等が測定している大気常時監視デー
タ（速報値）は、「大気汚染物質広域監視システム（愛
称：そらまめ君）」によりリアルタイムで収集され、
インターネット及び携帯電話用サイトで情報提供して
います。
　さらに、微小粒子状物質（PM2.5）の環境基準の設
定に伴い、大気汚染防止法に基づく大気の汚染の状況
の常時監視に関する事務の処理基準を改正するととも
に、オキシダント自動計測器の校正方法の変更及び精
度管理体制の構築を行いました。これらの改正等にあ
わせて、環境大気常時監視マニュアルも改訂しました。

（3）地方公共団体自動車騒音常時監視体制

　騒音規制法に基づき規定される全国の 178 地方公共
団体においては、自動車騒音常時監視を実施していま
す。この状況は、インターネット上の「環境GIS全
国自動車交通騒音マップ」において、地図とともに情

6　大気環境の監視・観測体制の整備



199

第
2
章　

地
球
環
境
、
大
気
環
境
、
水
環
境
、
土
壌
環
境
、
地
盤
環
境
の
保
全

第4節　水環境の保全対策

第4節　水環境の保全対策

　水質汚濁に係る環境基準のうち、健康項目について
は、平成 21 年 11 月 30 日に、公共用水域において 1
項目（1,4- ジオキサン）、地下水において 3 項目（1,2-
ジクロロエチレン、塩化ビニルモノマー、1,4- ジオキ
サン）追加し、1,1- ジクロロエチレンについては基準
値を見直しました。現在、カドミウム、鉛等の重金属
類、トリクロロエチレン等の有機塩素系化合物、シマ
ジン等の農薬など、公共用水域において 27 項目、地
下水において 28 項目が設定されています。さらに、
要監視項目（現在公共用水域：26 項目、地下水：24
項目）等、環境基準項目以外の項目の水質測定や知見
の集積を行いました。
　生活環境項目については、BOD、COD、溶存酸素

量（DO）、全窒素、全りん、全亜鉛等の基準が定め
られており、利水目的から水域ごとに環境基準の類型
指定を行っています。また、生活環境項目の設定から
37 年以上が経過していること等を踏まえ、今後のあ
り方に関して基礎的な調査を進めたほか、水環境を総
合的にとらえ、水環境の健全性を示す指標について調
査を行い、水辺のすこやかさ指標（みずしるべ）とし
て取りまとめました。
　生活環境項目のうち、水生生物の保全に係る水質環
境基準については、国が類型指定する水域のうち、木
曽川、淀川水系等 11 水域及び阿武隈川について類型
指定を行うとともに、那珂川水域等 10 水域について
は類型指定に係る検討を行いました。

1　環境基準の設定等

報提供しています。

2　水利用の各段階における負荷の低減

（1）汚濁負荷の発生形態に応じた負荷の低減

ア　特定汚染源対策

　（ア）排水規制の実施と上乗せ排水基準の設定
　公共用水域の水質保全を図るため、水質汚濁防止法
（昭和 45 年法律第 138 号。以下「水濁法」という。）
により特定事業場から公共用水域に排出される水につ
いては、全国一律の排水基準が設定されていますが、
環境基準の達成のため、都道府県条例においてより厳
しい上乗せ基準の設定が可能であり、すべての都道府
県において上乗せ排水基準が設定されています。
　また、平成 13 年に健康項目として排水基準が設定
されたほう素・ふっ素・硝酸性窒素等について、一律
排水基準を直ちに達成させることが技術的に困難であ
ることから、現在 21 業種に暫定排水基準が適用され
ています。各業界による自主的取組の指導及び必要な
技術的検討等が実施されており、それらも踏まえつつ、
平成 22 年 6 月に行う暫定排出基準の見直しに向けた
検討を進めました。
　さらに、平成 21 年 11 月に水質環境基準の追加・見
直しが行われたことを踏まえ、1,4- ジオキサン等の排
水規制等の設定について検討に着手しました。

　（イ）汚水処理施設の整備
　生活排水対策については処理施設の整備がいまだ十
分でないため（図 2-4-1）、地域の実状に応じ、浄化槽、
下水道、農業等集落排水施設、コミュニティ・プラン
ト（地域し尿処理施設）など各種汚水処理施設の整備
を推進しました。その際、人口減少等の社会情勢の変
化を踏まえ、都道府県ごとの汚水処理施設の整備等に
関する「都道府県構想」の見直しを推進し、汚水処理
施設の整備の効率化を図りました。
　浄化槽の整備促進のため、省エネ型の浄化槽の設置
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や単独処理浄化槽の転換などを促進する市町村の浄化
槽整備事業等に対する助成事業（浄化槽整備区域促進
特別モデル事業）に対して国の助成率を 2分の 1 に引
き上げるなど、浄化槽整備事業に対する支援の一層の
充実を図りました。また、個人の設置に対する補助を
行う市町村や、市町村自らの整備に対する国庫補助制
度により、平成 20 年度においては、全国約 1,800 の
市町村のうち約1,300の市町村で整備が図られました。
また、既存の単独処理浄化槽の合併処理浄化槽への転
換については、単独処理浄化槽の撤去を交付金の対象
とすることにより推進しました。
　下水道整備については、「社会資本整備重点計画」
に基づき、普及が遅れている中小市町村等の人口が集
中している地区等の整備効果の高い区域における下水
道整備、閉鎖性水域における水質保全のための高度処
理の積極的導入等を重点的に実施しました。
　合流式下水道については、平成 16 年から原則 10 年
以内での改善が義務化されたことを受け、「合流式下
水道緊急改善事業」等を活用し、緊急的・総合的に合
流式下水道の改善を推進しました。さらに、流域全体
で効率的に高度処理を実施することができる高度処理
共同負担事業を推進し、各地の検討を支援しました。
　また、下水道の未普及対策として、「下水道未普及
解消クイックプロジェクト社会実験」を実施し、従来
の技術基準にとらわれず地域の実状に応じた低コスト、
早期かつ機動的な整備が可能な新たな整備手法の積極
的導入を推進しており、施工が完了した地域では大幅
なコスト縮減や工期短縮などの効果を実現しました。
さらに、平成 21 年度においては、社会情勢の変化を
踏まえ下水道計画の見直しをした上で、人口の集中し
ている地区を対象に汚水に係る管きょの補助対象範囲
を拡充する制度として「下水道未普及解消重点支援制
度」を創設する等、早急な未普及解消を図り、水環境
の保全を推進しました。
　農業振興地域においては、農業集落におけるし尿、
生活雑排水等を処理する農業集落排水施設の整備を
348 地区で実施するとともに、高度処理技術の一層の
開発・普及を推進し、遠方監視システムの活用による
高度処理の普及促進を支援しました。
　また、緊急に被害防止対策を必要とする地区につい
ては、用排水路の分離、水源転換等を行う水質障害対
策に関する事業を実施しました。さらに、漁業集落か
ら排出される汚水等を処理し、漁港及び周辺水域の浄

化を図るため、漁業集落排水施設整備を推進しました。
　水濁法では生活排水対策の計画的推進等が規定され
ており、同法に基づき都道府県知事が重点地域の指定
を行っています。平成 22 年 3 月末現在、42 都府県、
211 地域、337 市町村が指定されており、生活排水対
策推進計画による生活排水対策が推進されました。

イ　非特定汚染源対策

　降雨等により流出するいわゆる非特定汚染源も、水
質汚濁の大きな要因の一つになっています。雨天時に
宅地や道路等の市街地から公共用水域に流入する汚濁
負荷を削減するため、下水道事業における対策を推進
しました。

（2）水環境の安全性の確保

ア　地下水汚染対策

　水濁法に基づいて、地下水の水質の常時監視、有害
物質の地下浸透禁止、事故時の措置、汚染された地下
水の浄化等の措置が取られています（図 2-4-2）。また、
地下水の水質調査により井戸水の汚染が発見された場
合、井戸所有者に対して飲用指導を行うとともに、周
辺の汚染状況調査を実施し、汚染源が特定されたとき
は、指導等により、適切な地下水浄化対策等が行われ
ます。
　環境基準超過率が最も高い硝酸性窒素による地下水
汚染対策については、硝酸性窒素による地下水汚染が
見られる地域において効果的な汚染防止対策を促進す
るための方策を検討しました。
　また、汚染の未然防止にむけた地下水保全施策のあ
り方について検討を行いました。

イ　農薬環境汚染対策

　農薬については、水質汚濁の未然防止を図る観点か
ら、農薬取締法（昭和 23 年法律第 82 号）に基づき水
質汚濁に係る農薬登録保留基準を定めており、平成
21 年度に 27 農薬の基準値を設定しました。また、水
産動植物の被害防止に係る農薬登録保留基準について、
平成 21 年度に 45 農薬の基準値を設定しました。

3　閉鎖性水域における水環境の保全

（1）湖沼

　湖沼については、富栄養化対策として、水濁法に基
づき、窒素及びりんに係る排水規制を実施しており、
窒素規制対象湖沼は 277、りん規制対象湖沼は 1,329

です。また、湖沼の窒素及びりんに係る環境基準につ
いては、琵琶湖等合計 112 水域（106 湖沼）について
類型指定が行われています。
　また、水濁法の規制のみでは水質保全が十分でない
湖沼については、湖沼水質保全特別措置法（昭和 59
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年法律第 61 号）によって、環境基準の確保の緊要な
湖沼を指定して、湖沼水質保全計画を策定し（図
2-4-3、図 2-4-4）、下水道整備、河川浄化等の水質の保
全に資する事業、各種汚濁源に対する規制等の措置等
を推進しています。また、琵琶湖等の湖沼の汚濁機構
解明や窒素・りん比率変動と植物プランクトンとの関
係把握のための調査を実施しました。

（2）閉鎖性海域

ア　富栄養化対策

　閉鎖性が高く富栄養化のおそれのある海域に適用さ
れる窒素及びりんに係る排水基準については、現在、
88 の海域とこれに流入する公共用水域に排水する特
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図2-4-2　 水質汚濁防止法の地下水の規制等の概要
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図2-4-4　湖沼水質保全計画策定状況一覧
（平成22年３月現在）
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図2-4-3　 湖沼水質保全特別措置法に基づく11指定
 湖沼位置図
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定事業場に適用されています。また、海域における全
窒素及び全りんの環境基準については、上記の閉鎖性
海域を対象に環境基準類型を当てはめる作業が国・都
道府県で行われており、54 海域が指定されています。
　また、平成 17 年の下水道法（昭和 33 年法律第 79 号）
一部改正を受け、閉鎖性水域に係る流域別下水道整備
総合計画に下水道終末処理場からの放流水に含まれる
窒素・りんの削減目標量及び削減方法を定める見直し
を進めるとともに、これらに基づく下水道の整備を推
進しました。

イ　水質総量削減対策

　広域的な閉鎖性海域のうち、人口、産業等が集中し
排水の濃度規制のみでは環境基準を達成維持すること
が困難な広域的な閉鎖性海域である東京湾、伊勢湾及
び瀬戸内海を対象に、COD、窒素含有量及びりん含
有量を削減対象の指定項目として、水質総量削減を実
施しています。具体的には、地域の実情に応じ、下水
道、浄化槽、農業集落排水施設、コミュニティ・プラ
ントなどの整備等による生活排水対策、工場等の総量
規制基準の遵守指導による産業排水対策、合流式下水
道の改善等によるその他の汚濁発生源に対する諸対策
を引き続き推進しました。
　その結果、これらの閉鎖性海域の水質は改善傾向に
ありますが、COD、全窒素・全りんの環境基準達成
率は十分な状況になく（ただし、大阪湾を除く瀬戸内
海における全窒素・全りんの環境基準はおおむね達成）、
富栄養化に伴う問題が依然として発生しています（図
2-4-5）。
そこで、閉鎖性海域における水環境の一層の改善を推
進するために、第 7次水質総量削減のあり方について
検討を行いました。
　また、今後の閉鎖性海域が目指すべき水環境の目標
とその達成に向けたロードマップからなる閉鎖性海域
中長期ビジョンを策定しました。

ウ　瀬戸内海の環境保全

　瀬戸内海においては、瀬戸内海環境保全特別措置法
（昭和 48 年法律第 110 号）及び瀬戸内海環境保全基本
計画等により、総合的な施策が進められてきています。
瀬戸内海沿岸の関係 11 府県は、自然海浜を保全する
ため、自然海浜保全地区条例等を制定しており、平成
20 年 12 月末までに 91 地区の自然海浜保全地区を指
定しています。また、瀬戸内海における埋立て等につ
いては、海域環境、自然環境及び水産資源保全上の見

地等から特別な配慮がされることとしており、同法施
行以降 20 年 11 月 1 日までの間に埋立ての免許又は承
認がなされた公有水面は、約 4,841 件、約 13,040ha（う
ち 19 年 11 月 2 日以降の 1 年間に 28 件、94.4ha）に
なります。

エ　有明海及び八代海の環境の保全及び改善

　有明海及び八代海を再生するための特別措置に関す
る法律（平成 14 年法律第 120 号）に基づき環境省に
設置された「有明海・八代海総合調査評価委員会」か
らの提言（平成 18 年 12 月）を踏まえ、貧酸素水塊や
底質環境に関する調査、環境変化による魚介類への環
境影響に関する調査等を充実させるとともに、調査機
関間の連携・協力の促進に係る取組を実施しました。

オ　里海の創生の推進

　多様な魚介類等が生息し、人々がその恩恵を将来に
わたり享受できる自然の恵み豊かな豊穣の里海の創生
に向け、先進的な取組を実施している海域を支援する
とともに、里海の創生に向けた取組を支援するための
マニュアル作成に向けた検討を行いました。

（3）大都市圏の「海の再生」

　都市再生プロジェクト（第 3 次決定）「海の再生」
の実現に向けて、東京湾、大阪湾、伊勢湾及び広島湾
それぞれの再生行動計画に基づき、関係機関の連携の
下、陸域からの汚濁負荷の削減、海域における環境改
善、環境モニタリング等の各種施策を推進しました。
さらに、東京湾においては、各種施策の推進のほかに、
東京湾再生行動計画の第 2回中間評価とフォローアッ
プを行いました。

出典：公共用水域水質測定結果（環境省）
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図2-4-5　三海域の環境基準達成率の推移（全窒素・全
りん）
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第5節　土壌環境の保全対策

（1）水環境に親しむ基盤づくり

　関係機関の協力の下、一般市民の参加を得て全国水
生生物調査（水生生物による水質調査）を実施しまし
た。平成 20 年度の参加者は、75,938 人となりました。
　また、平成 20 年 6 月 7 日を中心に、全国のおよそ
5,700 地点で約 1000 の市民団体と協働して、身近な水
環境の一斉調査を実施し、その結果を分かりやすく表
示したマップを作成しました。
　さらに、河川水質を総合的に分かりやすく評価する
新しい指標（人と河川の豊かなふれあいの確保、豊か
な生態系の確保、利用しやすい水質の確保、下流域や
滞留水域に影響の少ない水質の確保、の 4つの視点）
に基づき、全国で一般市民の参加を得て調査を実施し
ました。
　また、子どもたちのホタルに関連した水環境保全活
動（「こどもホタレンジャー」）を募集し、平成 21 年
度は、長野県の長野市立東条（とうじょう）小学校、
和歌山県の広川町立津木（つぎ）中学校の活動に対し
て環境大臣表彰を行いました。

　平成 21 年 10 月には、「昭和の名水百選」の一つで
ある天川の水がある島根県隠岐郡海士町において『名
水サミット in 海士』を開催し、水環境の保全の推進
と水質保全意識の高揚を図りました。
　また、下水道施設や雨水・下水処理水等を活用した
せせらぎ水路等の整備を推進しました。

（2）環境保全上健全な水循環の確保

　流域別下水道整備総合計画等の水質保全に資する計
画の策定の推進に加え、下水道法施行令等の規定や、
下水処理水の再利用の際の水質基準等マニュアルに基
づき、適切な下水処理水等の有効利用を進めるととも
に、雨水の貯留浸透や再利用を推進しました。
　また、健全な水循環系の構築に向けた計画づくりの
ための調査を実施しました。
　「健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議」
では、健全な水循環系の構築のため、継続的に情報交
換及び施策相互の連携・協力の推進を図りました。

4　環境保全上健全な水循環の確保

　水濁法に基づき、国及び地方公共団体は公共用水域
及び地下水の水質の常時監視を行っています。平成
17 年度から、地方公共団体の常時監視に対する助成
が廃止されたこと等を踏まえ、水質常時監視の的確
化・効率化に資する具体的な評価手法や基準のあり方
について検討を行いました。
　排水の監視については、水濁法に基づき、工場・事
業場が自ら測定するとともに、都道府県知事及び政令
市長は、工場・事業場の排水基準の遵守状況を監視す

るため、必要に応じ工場・事業場に報告を求め又は立
入検査を行っています。これらの監視行為に基づき、
都道府県知事及び政令市長は、改善命令等の必要な行
政措置を工場・事業場に行っています。平成 20 年度
の立入検査の件数は全国で 43,509 でした。
　クロロホルムをはじめとする要監視項目については、
都道府県等において地域の実情に応じ、公共用水域等
の水質測定が行われています。

5　水環境の効率的・効果的な監視等の推進

　土壌汚染対策法に基づき、有害物質使用特定施設が
廃止された土地等の調査が実施されました。同法施行
以降の調査件数は、平成 21 年 3 月 31 日現在、1,187
件であり、調査の結果、指定基準を超過して指定区域
に指定された件数は 341 件（うち 174 件はすでに汚染
の除去等の措置が講じられ指定の全部の区域が解除）
となっています。（図 2-5-1）
　平成 21 年 4 月に改正された土壌汚染対策法では、

一定規模（3,000m2）以上の土地の形質変更時におい
て土壌汚染のおそれがあるときの都道府県知事からの
命令に基づく調査の実施、自主的な土壌汚染の調査結
果を活用した土地所有者等による区域の指定の申請、
区域の分類化（土地の形質変更時に届出が必要な区域
と対策が必要な区域）と必要な対策内容の明確化、汚
染土壌処理業の許可制度の新設による汚染土壌の適正
な処理の確保などが新たに規定されました。（図

1　市街地等の土壌汚染対策

第5節　土壌環境の保全対策
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土壌汚染対策法第３条の施行状況について

指定区域の状況

資料：環境省

土壌汚染対策法第３条では、有害物質使用特定施設の廃止時に調査義務が生じるが、その状況は下のと
おり。この調査義務については、法第３条第１項ただし書により都道府県知事が認めれば調査猶予され
る。（例えば、事業場として引き続き使用する場合。）

有
害
物
質
使
用
特
定
施
設
の
使
用
廃
止
件
数
①

法
第
３
条
調
査
結
果
報
告
件
数

法
第
３
条
第
１
項
た
だ
し
書
適
用
の
確
認
済
④

法
第
３
条
第
１
項
た
だ
し
書
適
用
の
確
認
中
⑤

法第３条調査の実施 法第３条調査の猶予

【4,201件】 【186件】

【1,182件】【5,212件】 【4,387件】

・平成15年2月15日から平成21年3月31日まで

※ 件数は平成21年3月31日現在の数値。

土壌汚染
状況調査

1,187件

指定区域
に指定

341件

法が施行された平成15年２月15日から平成21年３月31日まで

指定区域
全部解除

174件

汚染除去等の
対策を要する
89件

対策済み
54件

対策実施中・検討中
35件

未対策
0件

汚染除去等の
対策を要しない
252件

対策済み
148件

対策実施中・検討中
58件

未対策
46件

図2-5-1　土壌汚染対策法の施行状況
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第5節　土壌環境の保全対策

区域の指定等

制　度

・有害物質使用特定施設の使用の廃止時（第3条）
自主調査において土
壌汚染が判明した場
合において土地所有
者等が都道府県知事
に区域の指定を申請
（第14条）

土壌汚染の状況の把握に関する措置及びその汚染による人の健康被害の防止に関する措置を定めること等により、土壌汚染対策の
実施を図り、もって国民の健康を保護する。

目　的

調　査

土地所有者等（所有者、管理者又は占有者）が指定調査機関に調査を行わせ、
その結果を都道府県知事に報告

土壌汚染の摂取経路があり、健康
被害が生ずるおそれがあるため、
汚染の除去等の措置が必要な区域

→汚染の除去等の措置を都道府県
　知事が指示（第7条）

→土地の形質変更の原則禁止
　（第9条）

土壌汚染の摂取経路がなく、健康被害
が生ずるおそれがないため、汚染の除
去等の措置が不要な区域（摂取経路の
遮断が行われた区域を含む。）

①要措置区域（第6条） ②形質変更時要届出区域（第11条）

・①②の区域内の土壌の搬出の規制（事前届出、計画の変更命令、運搬基準・処理基準に違反した場合の措置命令）
・汚染土壌に係る管理票の交付及び保存の義務
・汚染土壌の処理業の許可制度

汚染土壌の搬出等に関する規制

汚染の除去が行われた場合には、指定を解除

→土地の形質変更時に都道府県知事に
　計画の届出が必要（第12条）

摂取経路
の遮断が
行われた
場合

※改正土壌汚染対策法は、平成22年4月1日から施行
※下線部が改正内容

【　土　壌　の　汚　染　状　態　が　指　定　基　準　を　超　過　し　た　場　合　】

・一定規模（3,000㎡）以上の土地の形質変更の届出の際に、
土壌汚染のおそれがあると都道府県知事が認めるとき（第4条)

・土壌汚染により健康被害が生ずるおそれがあると都道府県知事
が認めるとき（第5条）

図2-5-2　改正土壌汚染対策法の概要
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　基準値以上検出等地域 7,487ha のうち平成 20 年 3
月末現在までに 6,577ha（72 地域）が農用地土壌汚染
対策地域として指定され、そのうち 6,306ha（70 地域）
において農用地土壌汚染対策計画が策定され、
6,544ha（進ちょく率 87.4％）で対策事業が完了しま
した。なお、カドミウム汚染地域においては、対策事
業等が完了するまでの暫定対策として、汚染米の発生
防止のための措置が講じられています。また、農用地
土壌から農作物へのカドミウム吸収抑制技術等の開発、
実証及び普及を実施しました。

　また、厚生労働省において、米のカドミウムの成分
規格の改正について検討が進められていることを踏ま
え、平成 21 年 11 月に環境大臣は中央環境審議会に対
し「カドミウムに係る土壌環境基準（農用地）及び農
用地土壌汚染対策地域の指定要件等の見直し」につい
て諮問しました。本諮問については、土壌農薬部会に
新たに設置された農用地土壌環境基準等専門委員会及
び農用地土壌小委員会において審議が行われ、平成
22 年 3 月の土壌農薬部会において答申案が示されま
した。

2　農用地土壌汚染対策

第6節　地盤環境の保全対策

　地盤沈下の防止のため、工業用水法（昭和 31 年法
律第 146 号）及び建築物用地下水の採取の規制に関す
る法律（昭和 37 年法律第 100 号）に基づく地下水採
取規制の適切な運用を図るとともに、工業用水法に基
づく規制地域等における工業用水道整備事業等による
代替水源の確保及び供給について、国庫補助を行いま
した。また、農用地の地盤沈下による被害を解消し、
洪水・高潮等による災害の未然防止に貢献する地盤沈
下対策事業が実施されています。
　すでに著しく地盤が沈下している地域については、
この結果生じた被害を復旧するとともに、洪水、高潮
等による災害に対処するため、河川改修、内水排除施
設整備、海岸保全施設整備、土地改良等の事業を実施
しました。また、雨水浸透ますの設置等、地下水かん

養の促進等による健全な水循環を確保するための事業
に対して補助を実施しました。濃尾平野、筑後・佐賀
平野及び関東平野北部の 3地域については、代替水源
の確保等の各種の施策が推進されており、各施策につ
いての実施状況、効果、問題点の把握を行いました。
　環境保全上健全な水循環の確保に向けた取組として、
地下水の有効利用を含めた地下水管理手法の検討を行
いました。また、建築物用地下水の採取の規制に関す
る法律等の制度のあり方を検討しています。さらに、
地盤沈下の防止に向けた意識の啓発を図ることを目的
として、地下水位の状況や地下水採取規制に関する条
例等の各種情報を整理した「全国地盤環境情報ディレ
クトリ」を公表しています。（http://www.env.go.jp/
water/chikasui_jiban.html）

2-5-2）。また、低コスト・低負荷型の調査・対策技術
の普及を促進するための調査、土壌汚染に係るリスク
コミュニケーションを推進するための調査等を行いま

した。
（ダイオキシン類による土壌汚染対策については、第
4章参照。）


